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アイシングループの主要製品を搭載したデモカーです。

狭いスペースでも簡単に駐車できるのは、

インテリジェントパーキングアシストがあるからです6

アイシンの技術が生み出した、見えないところで活躍している便利で快適なクルマのシステム。

そのひとつが「インテリジェントパーキングアシスト」ですb

それは、従来のバックガイドモニターを高度化した、世界初の後退駐車支援システム。

車庫入れや狭いスペースでの縦列駐車など、運転に大きなプレッシャーがかかる時、

ドライバーが安全確認とブレーキ操作による速度調整を行えば、

ステアリング操作をすることなく駐車の目標位置にクルマを導きます6

目標位置の設定は、車両の後部に搭載したカメラの映像をもとに、簡単な操作で可能ですb

人とクルマが関わるあらゆるシーンをもっと快適に、便利に。

見えないところで光っているアイシンの新しいシステムには、熱意も装備されていますb

インテリジェントパーキングアシスト

　　トヨタ自動車〔株）と共同開発

Geδ爬d　uρfbr　the　future
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人を育てる

　　　中部産政研

理事長束　　正　元

　本年の8月までトヨタ自動車労働組合の委

員長を6年間務め、今期より中部産政研の理

事長に就任いたしました。よろしくお願いい

たします。また同時に9月より全トヨタ労働

組合連合会の会長も兼務いたします。これま

で労働運動の第一線で汗してきた経験を活か

し、中部産政研が会員の皆様に頼りにされる

研究が出来るよう、微力ではありますが精一

杯頑張っていきたいと思っています。

　最近、人材育成、人を育てる必要性が声高

に叫ばれている。人は一生の間、幼児期、少

年期、学生時代、社会人時代それぞれで、

様々な経験をして成功と失敗を繰り返しなが

ら、教えられ何かを学び成長していく。その

中で社会人時代、とりわけ企業における「人

を育てる」ことについて、私の経験も加えて

思うところを申し上げてみたい。

　私はトヨタ自動車に入社した1年目、少し

情緒が不安定な状況に陥った時があった。仕

事は嫌いではないのに、なぜかやる気が起こ

らない。本当にこの仕事が自分に合っている

のだろうか、辞めた方が良いのではないかと、

悶々としてただ日が経つということがあった。

それは決して良くないことだとわかっていて

も、気持ちがどんどんそちらに行ってしまう。

そんな状況の時、職場の先輩（私にとっては

恩人）から「最近様子が変だが、何かあった

のか？言ってみろ」と声をかけられた。先輩

は色々な話をしながら、私が口を開くまで

じっと待っていた。何分間かの沈黙の時間が

経過した後、私は訳もなく涙が出てどうにも

止まらなかったことを、今でも鮮明に覚えて

いる。なぜだったのか。それは、先輩が私の

ことをよく見ていてくれる、そして私のこと

を本当に心配してくれている、そう感じたこ

とが、涙のもとだったと思う。人間とはおか

しなもので、それからというもの、気持ちが

すっきりし、前向きに考えるようになった。

その後も先輩は自分の技能を惜しげもなく私

に教えてくれた。ただし厳しかった。そして

何よりも心に残っているのは、私が成長して

いくのを自分のことのように喜んでくれたこ

とである。（私にそれが伝わった）

　私が昇格し当時の班長になった時、その先

輩は私に「これからお前は部下になった若い

2人を仕事だけでなく生活面からもきちんと
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育てろ、わかったな」と強く言い渡した。す

なわち私に明確なミッションを与えてくれた

ことになる。私はどうしていいのか色々と考

えたけれど正直言って判らなかった。ただこ

の2人を同年代クラスの中で優秀だといわれ

るようにしていこう、そして自分の持ってい

るものを教えていこう、こう整理して一生懸

命彼等の面倒を見た。

　その課程の中で大変重要なものを私は得る

ことができた。まず、自分自身が勉強して何

をどう教えるのかしっかりと整理しておかな

いと、人を教え育てることなどできないとい

うこと。もう一つは率先垂範。手本を示さな

いと着いてこない。自分の背中を見せて教え

るということである。正直これを実行するの

に大変苦労した覚えがある。しかし、そのお

かげで知らず知らずのうちに私自身のレベル

アップを実感することができた。私自身が彼

等に育てられたとも言えると思う。さらに2

人の成長を、私が上司や先輩からほめられ

（これは本当にうれしかった）、こうなると

2人の成長に喜びを感じるようになった。彼

等とは今一緒に仕事をしていないが、立派な

リーダーとして頑張っているということを耳

にするたびに、うれしい気持ちになる。

　こうした経験を通して思うことは、

①育てることが自分の大きな役割であるとの

　認識を持つ

②成長させてやりたい、やるんだとの強い思

　いを持つ（役割を認識してもこれがないと

　育てることはできない）

③どう育てていきたいか目標を持つ（イメー

　ジ的なものでよい）

④目配り、声かけを常にしながらその中でタ

　イムリーに教えていく

⑤自分から勉強し手本になる

　このような点を心がければ、必ずや相手は

信頼し、乾いた土が水を吸うように教えるこ

と全てを吸収して大きく成長していく。そし

て教える側も喜びを感じることになるに違い

ない。

　しかし実行するのはなかなか簡単なことで

はない。強い意志と継続する粘り強さ、そし

て実行できる時間の確保と体制が必要である。

日々の業務に追われ心を亡くすような忙しい

状態では絵に画いた餅になることは必定。さ

らに、人を育てることが評価される制度面で

の工夫も必要である。そして人を育てること

が必要、みんなでやろうという意識が職場・

会社内で醸成していくことが何にも増して必

要である。

　企業は人なり、競争力の源泉である。そし

て人を育てるには特効薬はない。情熱をもち、

手間ひま時間を惜しまず、粘り強くやること

に尽きる。労使が協力して、すばらしい人を

多く育てていこうではないか。

筆者紹介

　　東

〔履歴〕

1950年6月

1969年4月

1988年9月

1992年9月

1994年9月

1996年9月

1998年9月

2000年9月

2006年9月

正元（あずま　まさもと）

愛知県生まれ

トヨタ自動車工業㈱入社

トヨタ自動車労働組合　執行委員

　　　〃　　　　　　局長

全トヨタ労働組合連合会局長

　　　〃　　　　副事務局長

トヨタ自動車労働組合副執行委員長

　　　〃　　　　執行委員長

全トヨタ労働組合連合会　会長

中部産業・労働政策研究会理事長
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「国際相場」を知らないと

噸踏

　　法政大学大学院

イノベーションマネジメント研究科

教授小池和男

　本号の特集が外国人労働者問題と聞き、老

人の昔話を許していただきたい。いまの外国

人労働者受け入れの大枠がほぼきまったのは

1980年代末であった。その数年前から、労働

力不足を予感してか、あるいは「国際化推

進」を錦の御旗としてか、膨溝として「鎖国

日本」を欧米なみに「開国」せよ、とのコー

ラスが高まった。その声高なコーラスへの答

えが、現在の大枠であり、以降ほぼその枠組

みで推移してきた。そしてその枠組みの形成

に、わたくしは大いに責任がある、いやその

枠組みをほぼ構想したひとりだ、との自負が

ある。いささか思い上がった言い方だが、い

までも率直な想いなのだ。

　わたくしはその時期、政府関係の最初の小

さな研究会の座長で、その報告書（労働省

「外国人労働者研究会報告書、1988年3

月」＊）がその後の枠組みをほぼきめた、と考

えている。その研究会では、座長として存分

に自分の意見をだした。結論も、それを導き

出す方法も、提案した具体的な方策も、自分

の考えが攣肘された、とのおもいはまったく

ない。わたくしは相当数の政府関係の研究会、

懇談会、審議会、総理官邸の会合に参加して

きたが、これほど自分の考えどおりことをす

すめた経験は他にない。

　それでは「鎖国」を貫いたのか。とんでも

ない。欧米のいわば「国際相場」を基礎に、

むしろそれにやや上乗せしたのである。にも

かかわらず「鎖国」とはげしく非難されたの

はまぎれもない事実であった。当時、なにし

ろ外国人労働者問題の、政府関係最初の研究

会であったためか、大新聞、TVがすべて取

材にきた。いやそのまえの記者会見も大変で、

いくらていねいに説明しても、くりかえし

「鎖国」ではないか、なぜ「開国」しないの

か、と居丈高に詰めよられるのであった。

　さすがに個々の記者は、それぞれ1、2時

間もかけていねいに説明すればわかってくれ

る。ところがその人たちが戻ってきていうの

＊報告書は労働省のスタッフが書いたが、当時のわたくしの考えを直裁にしめすのは、拙稿“ヒトの開国一外国

人労働者受け入れ論議の盲点”「Voice」1988年5月号、である。最後の研究会のすぐあとに書き、のち小池

　「日本の雇用システム」東洋経済、1994年、に収めた。
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である。「先生、それでは記事にならない、

番組にならない、とデスクがいいます」、と。

　「それでは面白くない」というのが先方の理

由であった。外国人労働者の受け入れ方に

よっては、日本の職場で働く人の仕事をうば

いかねない。また、企業がはらうコスト以外

にも、外国人への学校教育など、社会がはら

うべきコストが少なくない。それらの検討を

無視して、ただ「面白くないから」と一蹴す

るのはいかがなものであろうか。孜々として

職場で働く人たちにたいし、なんと無責任な

対応か、と慨嘆した。

　唯一、NHKラジオの3時間討論番組にで

た。こちらが言いたいことを言う時間を確保

する、という方針を担当者がしめし、それを

まもってくれたからである。番組にはもちろ

ん反対派も複数参加したが、意味ある反論は

まったくなかった。なぜなら、当方の議論は

欧米の実情の的確な把握にもとついており、

それを多少とも知る先方は、とうてい反論で

きなかったのだ。

　いったい、なにがこれほど「国論」を分け

たのか。答えは簡単である。圧倒的な多数意

見が先進国相場をまったく誤解したにことに

よる。大新聞、TV（個々の記者はまた別な

のだが）はては学界も（ごく一部からは頑張

れとのありがたい応援をいただいたが）、欧

米は外国人労働者に「開国」、と信じこんで

いた。ところが、西欧が労働市場を広く外国

人に開いていたのは1950年代半ばから70年代

前半までの期間にすぎない。そのとき、まさ

に史上初の「完全雇用」いや「超過需要」の

状況であり、国外から積極的に外国人をいれ

ていた。それ以前もそれ以後も、もちろん制

限していた。移民国家の米やオーストラリア、

カナダですら人種や職業などをきびしく制限

していた。

　1970年代半ば第一次石油危機がおこり、失

業率が急上昇するや、西欧の国々は当然のこ

とに一転して外国人労働者をしめだす。しか

し、すでに入っていた層が故国から家族をよ

ぶ。そうした動きはとても止められない。こ

うしていわゆる事実上の入国は相当につづい

たのであった。この辺の経緯はここでは省く。

　わたくしがもっとも言いたいのは、他国の

実情をみて「国際相場」を知ることの重要性

である。冷静な分析を無視する「思い込み」

が嵐のように国の根幹の政策決定に影響する

危険であった。当時その場にいたわたくしは

懸命に対抗し、それには渾身の力を要した。

それはまことに容易ならぬことであった。

　現下、また外国人労働者論議がおこってい

るようだ。その論点をわたくしはあまり承知

してはいないが、ただ一点だけふれておきた

い。それは人口減少にかかわる点である。し

ばしば年金その他将来の問題にそなえるため

に外国人労働者をいれよ、との議論がある。

その点は松谷明彦「人口減少経済の新しい公

式」（2004年、日本経済新聞社）の見事な指

摘がある。人口減少を補うには、25年後まで

に2，400万の外国人を入れねばならない、そ

れはとうてい無理だ、というのである。

　そのすばらしい松谷氏の議論に、ひとつだ

け付け加えておく。それは日本の職場の働き

方への「思い込み」である。松谷氏は日本の

職場の競争力は長時間の労働にある、とみる。

したがって体力ある若者が減り高年者が多く

なると、競争力ははなはだしく減退する、と

いう。だが、わたくしのみるところ、日本職

場の競争力は長時間労働という体力ではなく、
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すぐれて知的な技能による。すなわち職場で

おこる問題や変化への原因解析力にある。そ

の知的な分析力は、多様な問題をなんとかし

てこなしてきた経験、それにもとつく複雑な

原因をパターン化する分析力によること大で

あろう。それならば近年の老人医学によれば、

体力が衰えても、つまり相当に高齢でも、お

そらくは70歳代の半ばまでは（もちろん個人

差はあるが）充分に競争力に寄与しよう。人

口減少時代こそ、早すぎる大企業職場からの

引退の再検討が肝要となろう。

　なによりもわたくしの懸念は、いまの外国

人労働者の議論も、はたしてこうした過去の

「思い込み」から自由か、その1点にかかる。

そして「思い込み」からの論断は、なにも外

国人労働者問題にかぎらず、現下のいわゆる

成果主義など、多くの問題に共通する。知的

認識の勝負が重要となろう。

　　　　　　　　　〔筆者は中部産政研顧問〕
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外国人労働者問題を論ずる

視点について

埼玉工業大学人間社会学部

教授依　光　正　哲

1　はじめに

　日本における外国人労働者雇用に関する本

格的論議は、1990年前後に、日本の労働市場

を外国人労働者に開放することの是非をめぐ

り活発な議論が戦わされたことから始まった。

これまでのところ、日本の外国人労働者受入

れ政策および外国人労働者雇用政策の基本は、

第6次雇用対策基本計画（1988年）に示され

た「専門的・技術的労働者」は積極的に受入

れ、「単純労働者」の受入れには慎重に対処

する、という方針を基本的に踏襲している。

つまり、「単純労働者」を制度としては受入

れていない。

　しかし、「身分または地位に基づく在留資

格」による日系人の入国が緩和され、日系人

が「単純労働分野」で就労することにより、

バブル期の労働力不足への対応がなされ、外

国人労働者の事実上の受入れが始まった。そ

の後、日本経済が「失われた10年」とも言わ

れた長期経済停滞を経験するなかで、外国人

労働者をめぐる議論は沈静化していった。

21世紀に入り、日本経済はようやく不況を

脱し長期にわたる景気回復を実現し、失業率

も改善されるに至り、外国人労働者受入れに

関する議論が再燃することとなった。景気回

復による新卒者の採用枠の拡大に象徴される

ように、企業は労働力の確保に転じた。この

ことの背景には、少子化の進展に伴う今後の

労働力不足の懸念があり、労働力不足対策と

して、外国人労働者の受入れ拡大を求める動

きが活発になってきたのである。さらに、外

国人を自国民として受入れる「移民」に関す

る議論が提起されるに至っている。議論は錯

綜しているので、本稿では何が重要なポイン

トなのかを整理し検討する。

皿　外国人労働者問題を論ずる際の

ポイント

1．少子化をめぐる問題

　少子・高齢化の問題は連日マスコミに登場

する重大関心事であるが、この少子化問題と

外国人労働者の導入に関する議論を最初に検

討することとする。少子化との関連で主張さ

れている論点を明確にするために単純化する

と次のようになる。
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　（1）少子化は当面続き、人口が減少する。

　（2）人口の減少により労働力が不足する。

　（3）労働力の不足を補うには外国人労働者

　　を導入する必要がある。

　（4）さらに、外国人を移民として迎え入れ

　　れば、少子化の歯止めともなる。

　最初の（1）の論点は議論の余地がないほど明

確である。（2＞の人口減少が労働力不足を招来

するという議論は多くの仮定の上で成立する

議論である。人口減少は経済全体を縮小させ、

労働力不足とは逆の大失業時代に突入すると

のシナリオを描くこともできる。（3）の議論は

労働力不足となることを前提とし、外国人労

働者を導入して労働力不足に対処しようとす

る議論である。外国人労働力の導入は労働力

不足には即効性があるが、労働力不足の要因

およびそれへの対策、さらに未活用の労働力

の活用方法などを十分に検討することが求め

られる。他方、経済規模の縮小などにより労

働力が過剰となる可能性もあり、そのような

事態となった場合には、ストックとして抱え

た外国人労働者をどうするのか、という重大

な問題に直面することにならざるを得ない。

さらに外国人労働者の導入は、「社会的コス

ト」を伴うことも忘れてはならない。（4＞の移

民によって少子化への歯止めとするためには、

受け入れる移民の数が毎年毎年膨大になるこ

と、受入れを円滑にするためはさまざまな施

策を用意することが求められること、移民自

体が時間の経過とともに移住先の少子化傾向

に順応することにより、少子化対策の決定打

とはなり得ないこと、などが指摘されている。

2．労働力需給全体との関連性

外国人労働者が抱えている問題は深刻な問

題が多く、その問題に視点が集中する傾向が

みられる。しかし、外国人労働者だけを取り

出して、その雇用問題を議論するのではなく、

労働力の需給動向全体のなかで、外国人労働

者がどのような位置にあるのかを絶えず念頭

に置いて議論する必要がある。即ち、今後の

日本の労働力需給の大まかな展望を描くこと

が求められる。

　一方の極には、日本人の労働力をフル活用

することで労働力需要をまかなえる、とする

議論があろう。他方の極には、日本の労働力

不足は質・量ともに外国人に相当な部分を頼

らざるを得なくなり、「外国人労働者」では

なく「移民」として受入れる、という議論が

ある。この両極の間にはさまざまなバリエー

ションが考えられよう。

　このような展望は、マクロ経済運営の基本

方針と予測に基づくものであり、いわば複数

のシナリオを用意して、それぞれのケースに

ついて、日本人労働者と外国人労働者との

「競合と補完」について、キチンと議論する

ことが求められる。即ち、足元の経済情勢だ

けを判断材料として外国人労働問題を論ずる

のではなく、比較的長期の視野をもちながら

外国人労働者問題を検討することが求められ

ているのである。

3．就労と生活のリズムの変化

　上記のことと深く関連するが、人々の就労

と生活のリズムを規定する産業構造が歴史的

に大きく変化していることを認識し、外国人

労働者を新しい視野から議論することが必要

である。工業化社会の「就労と生活のリズ

ム」は、朝9時から午後5時までの工場・オ

フィスでの就労を基本とし、長期安定雇用に
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よる生活の安定と技能の向上を志向していた。

しかし、サービス経済化・グローバル化の進

展により、経済活動は365日24時間切れ目な

く続き、それに対応する形で「就労」を再編

する方向が模索されている。そこで、従来の

「長期安定雇用者」を主体とする従業員編成

は変質を迫られ、企業の中枢部署を長期安定

雇用者で固めたとしても、多くの短時間就労

者を「部分労働」として組み合わせることに

より、財・サービスの生産を行う方向が志向

されている。この潮流のなかで、いかなる業

種・職種のいかなる技能レベルにおいて外国

人労働者を活用することが可能か、日本人と

外国人との「競合・代替と補完」がどのよう

に行われることになるのかを出来る限り詳細

に検討すべきであろう。

4．労働力の再生産

　外国人労働者に関係する個々の雇用状況や

労働条件だけに目を奪われることなく、人間

の再生産や社会の再生産の観点から議論する

ことが重要となる。既に指摘したこととも関

連するが、多数の労働者が細分された「部分

労働」のみを遂行する事態となっても、労働

者は技能・熟練の向上を図ることが可能なの

か、労働者の技能向上なくして財・サービス

の生産は可能なのか、などの重大な問題が発

生する。しかも、「部分労働」に特化した労

働者の家族形成や次世代育成が問題となる。

現在盛んに「少子化対策」が論じられている

が、低賃金の非典型雇用就労者を大量に排出

することになれば、婚姻率・出生率は継続的

に低下することは明らかである。さらに、非

典型雇用の代表格とでもいうべき外国人労働

者の場合には、子女の教育問題が既に発生し

ており、次世代の育成が現実に危機に瀕して

いる。まさに、人間の再生産や社会の再生産

をいかにするのか、という点の議論が必要と

なる。

5m送出し国との経済格差問題

　外国人労働者の問題は、受入れ国としての

日本の国内問題だけで完結せず、送出し国の

状況、および相互の国際関係と深く関係して

いる。基本的には、国家間の経済格差が要因

となって国境を越えた人の移動が行われ、い

わゆる南北問題が解消されない限り、自国で

の経済的改善を達成出来ない人びとは豊かな

先進国をめざす。南北問題の解消に向けて双

方が取り組まねばならないことは論を待たな

い。しかし、外国人労働者受入れと南北問題

への取り組みは相反する側面があることに注

意する必要がある。仮に南北問題解消の取り

組みが十分な成果を挙げることになれば、南

の国々からの労働力送出し圧力は弱まり、北

の国々で外国人労働力に依存した経済構造を

とっていれば、北の国々の経済は多大の影響

を被ることになる。従って、外国人労働者問

題の論議は受入れ国の観点のみでは完結しな

いことを銘記すべきであろう。

皿　外国人労働者の雇用を考える際

の固有の問題

　外国人労働者の雇用をめぐっては、基本的

には国内の労働者の雇用と同じレベルで考え

るべきであるが、外国人労働者に固有の問題

群が2つ存在する。1つ目の問題群は就労分

野を巡る問題であり、2つ目の問題群は就労

局面・生活局面の問題である
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1．外国人労働者の就労分野

　就労分野をめぐる問題群には、2つの問題

が存在する。第1は、国内の労働者には職業

選択の自由が保障されているが、外国人には

出入国および就労に関して制約が課されてい

ることである。世界の国々は、程度の差はあ

れ、自国民の利益を優先し、外国人に対する

規制を行っており、そのことが外国人にとっ

ては就労への制度的制限となる。

　出入国に関しては、基本的には2つパター

ンがみられる。歴史的に国境線を挟んで人々

の往来が盛んな大陸型の陸続きの国々では、

入国に関する規制は緩やかであるが、外国人

が入国後に自国で就労することに関しては何

らかの規制を課している場合が多い。

　他方、島国型の国家では、国境管理に神経

を使い、外国人の入国に際して入国後の就労

を含めた在留資格の審査を厳格に行う傾向が

ある。外国人に対しては就労分野を制限し、

入国後に勝手に職業を変更することにも制限

を課している。

　つまり、国家は外国人の就労を直接的にコ

ントロールする諸制度を整備しているのであ

る。このことが国内の労働者の扱いとは決定

的に異なっている点である。

　第2は、上記の点と密接に関連するが、国

家が外国人の就労を許可していない職業領域

に外国人が就労する事態が発生することであ

る。貧しい国と豊かな国のさまざまな要因が

作用して、国境を越えて就労機会を求める人

の流れが形成される。だが、受入れ国側で特

定の職業分野に外国人を受入れない政策を採

用し、その規制を無視して流入し就労する外

国人労働者は制度上「不法就労者」というこ

とになる。不法就労者に対する人権侵害の問

題や不法就労者の正規化の問題にどのように

対処するかが問われることになる。

2．外国人労働者の生活

　外国人に固有の問題群の2つ目は、外国人

が就労局面・生活局面で直面する問題群であ

り、受入れ側の言語・宗教・文化・生活習慣

などと外国人のもつ異文化との接触・調整を

めぐる問題群である。多くの事例では、受入

れ側には許容範囲があり、その範囲が狭い場

合や、逆に外国人側が受入れ側に馴染まない

場合、職場レベルや生活レベルで外国人と自

国民の軋礫が高まる。今後の方向としては、

多文化共生社会が是とされ、多文化共生の社

会の構築に向けたさまざまな取り組みがなさ

れている。

　もう1つの論点は、入国した外国人・移民

の社会保障問題をいかに解決するか、子女の

教育問題をどうするのか、などの個別具体的

問題について、政策実施にいたるまでの「各

論」の筋道を明確にすることである。この点

を等閑視したまま外国人労働者導入がなされ

れば、外国人労働者・地域社会・国家のいず

れにも不幸な結果を招くことになるであろう。

】V　労働の「パーツ化」

　再び雇用・失業全般の動向との関係の議論

に戻ることとする。

「情報社会」の就労パターンが365日・24時

間営業を基軸としていることは既に指摘した

が、就業者は大多数の「部分労働者」と少数

の「基幹労働者」に二極分解し、労働の世界

は分裂することになる。そして、「部分労働

者」は一生を「部分労働者」として過ごすこ

とを余儀なくされる可能性が高くなっている。
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　豊かな社会での「パーツ労働者」の大量滞

留は、労働力再生産メカニズムが破壊されて

ゆくことを意味する。生涯にわたる労働能力

洒養の機会が欠如し、職業能力の向上が困難

となり、そのことが生涯賃金を押し下げるこ

ととなる。かくして、晩婚・非婚を経由して、

世代間の労働力再生産のメカニズムが破綻す

ることとなる。

　このような事態が進展するならば、労働力

は摩耗し、社会を維持することすら困難とな

ることが懸念される。　目下進行している事

態は「労働力の摩耗」の進展であり、議論す

べきことは「労働力の摩耗」への歯止めをど

うするのか、という点であろう。もはや日本

人と外国人労働者を別々に扱うことは意味を

なさない。

　社会の再生産を危うくする事態に対しては、

何らかの手を打たなければならない。社会全

体の維持・発展を目指す労働運動がこの問題

を正視することこそが求められる。
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外国人労働者問題

一課題の分析と望ましい受入制度の在り方について一

O．はじめに

経済産業省大臣官房総務課

企画官江　崎禎　英

同通商政策局経済連携課

企画係長金子敬一

　2004年11月にフィリピンとの経済連携協定

において、フィリピン人看護師、介護福祉士

の受け入れが認められたことを一つの契機と

して、新聞メディア等でも外国人労働者問題

が広く扱われるようになってきた。その他に

も、犯罪の増加、ホステス等の人身売買、子

弟の不就学、製造業を中心とする労働力の確

保、人口減少に対する補填、高度な人材の確

保といった課題、論点がある。外国人労働者

問題は身近な問題でもあるため、却って論点

を混在させて議論しがちであることに注意が

必要である。

　本稿は、今後我が国がどのように外国人労

働者の受入制度を見直していくべきかについ

ての試案を紹介するものであるが、最初に、

我が国における外国人労働者問題の現状と評

価を行い、問題の全体像を明らかにした上で、

対応の在り方へと議論を展開していく。

1．外国人労働者間題の現状と評価

　外国人労働者に対する我が国の基本スタン

スは、第9次雇用対策基本計画（平成11年8

月13日閣議決定）に示されている。内容を要

約すると、「専門的、技術的分野の外国人労

働者の受入を積極的に推進する。一方、いわ

ゆる単純労働者の受入については、十分慎重

に対応する。」というものである。つまり、

優秀な人材は受け入れる一方、単純労働者は

受け入れないということが我が国の大原則で

ある。

　しかしながら、外国人受入の現状を分析す

ると、この原則とは異なる姿が浮かび上がっ

てくる。表1に外国人労働者問題の現状と評

価を示した。また、表2に外国人労働者の就

業形態を簡単にまとめてある。これらの資料

のポイントは、積極的に受け入れるとしてい

る高度人材（専門的・技術的分野）が18万人

に留まっている一方、受け入れないことと

なっている単純労働者に近い存在が65万人以

上存在しているということである。加えて、

事実上単純労働に従事していると考えられる

外国人の数は、表3に示すとおり、急激に増

加している。

　この原則と現実のギャップが、地域コミュ

ニティとの摩擦、社会保障費の不払い、子弟

の不就学といった問題として顕在化しつつあ

一 12一



表1、外国人労働者間題の現状と評価

※データは平成17年現在ストックベース匿
鳳
圏
鳳
圏
鳳
四
鳳
國

専門的・技術的分野
（大学教授、芸術家、

企業経営者、研究者
など）14カテゴリー。

在留資格の範囲内
で就労が可能。

擁灘寵
電子機器組立、機械加

工、繊維・衣服製造な

ど62職種114作業。

研修終了後、受け入れ

企業内で実習生として

就労が可能。

甑碁ガ棊；：ぞき剥燧㌔協賠一鼎

鞭議謡懲灘鯛纏麟総妻

日系ブラジル人など

日系人2世、3世及
びその配偶者。

就労可能
（業種制限なし）

・不十分な璃本語能力㌧

、に起因する地域社会l
i；との摩擦。

f．子弟の数育環境力！表；

、整備。目

・ 大学等で学ぷ外
国人（留学生）

・ 日本語学校や高校等

で学ぶ外国人（就学生）

勉学に支障のない
範囲でアルバイト可。

（原則業種制限なし）

ヤ急激な受入の拡大に伴い、

　不浩就栄目的での入国も「
；増加n　t－・・一・

1戸部に犯罪にまで乎を染
　φるケースも存在◎

我が国に必要な人材として、受入れ制度の

見直しが必要。

生活／教育環境の整
備を行うと共に、受け

入れに当たって日本語

等日本社会への適応
能力を求めるべき。

・留学ビザ発給の要件厳

格化とともに、アルバイ

トなしで学業に専念で

きる支援体制が必要。

・ 卒業後に高度人材とし

て日本企業に就職でき

るような支援策も必要。

厳緕な取り締まり

及び生活実態を踏ま
えた対庫が必要。

表2。我が国における外国人の就労状況

※矢印の太さは、あくまでヒアリング等に

　基づいたイメージであり、具体的な統計
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表3．外国人労働者の人数推移（日系人、研修・技能実習生、留学生・就学生）

300、OOO

250ρOO

200ρOO

150．000

100．000

50、OOO

　O
出所）法務省入国管理局の資料に基づき厚生労働省が推計

　　注〕B系人等の労鋤書とは、r定住者」、「日本人の配偶者等1及び「永住者の配
　　偶者等1の在留資格で日本に在留する外国人のうち、日本で就労していると推定

　　される外国人を指す。

140．000

120，000

100．000

80、eOO

60．000

40ρOO

20．000

　0

出所）JrrCO自書

e＃　　　10年

田研修生ロ技能実習生

平成10年から労働者数がほぼ横ばいで推移して

いるが、これは同年2月から永住許可の取扱いの見
直し・緩和を行ったため、「永住者」の在留資格へ切

り替える者が増加したことが原因。永住者を含めた

場合の日系人の労働者数は30万人以上と言われる。

　　●永住者数の変化（ブラジル、ペルーのみ）

　　　　平成11年　　　91348人

　　　　　　　　↓
　　　　平成16年　　72，982人

3 の　　レバ　トの

120，000

100，0eo

80．000

60，000

40，000

20、000

　0

98006
106，408

8鷺゜

，、、，56
鵡・・團

、、3，。　3。。。，4騒66團國閣 國閣

醐99醐゜2醐閣圏開 閣閣
國　圏　騒　團　閣　幽　圃　圏　翻

6

6与　　II　　84　　9＃　　10＃　　114　　1tt　　I3年　　14年　　16＃　　le録　　T7＃

出所）法務省入国管理局
注）アルバイトは、「留学」「就学］等の在留資格で在留する外国人がアルバイトをするた

めに「資格外活動許可」を受けた件数。

る。こうした現状を直視し、この外国人労働

者問題に正面から向き合い、課題に対処する

ことが、企業、政府、自治体を始めとして我

が国全体に求められている。特に、多くの外

国人労働者は製造業に従事しているが、単に

コストメリットのある労働者を雇用するとい

うのではなく、東アジアとのサプライチェー

ンが深化し、企業のグローバル化が当たり前

となっている中で、どんな人材戦略を描くの

かという視点が必要である。

（1）高度人材（専門的・技術的分野）

　我が国の入国管理制度が「受け入れるべき

人材」として想定している外国人労働者は、

大企業、研究機関で働く企業経営者、研究者、

大学教授といった専門的・技術的分野に従事

する高度人材である。在留資格は、「教授」、

「投資・経営」、「技術」等の高度人材であり、

カテゴリー毎に定められる活動の範囲内での

就労が認められ、平成17年度には約18万人が

在留している。

　この高度人材での入国者の実態を見ると、

18万人のうち、3．6万人がフィリピン人ダン

サーを中心とする「興行」の在留資格であり、

本制度の趣旨からはかけ離れた実態がある。

平成17年から上陸許可基準の見直しが行われ、

「興行」による在留数は減少したが、依然と

してこの高度人材における新規入国者数の約

8割にあたる9．9万人が「興行」の在留資格

で占められている。

（2）研修・技能実習生

　研修・技能実習生とは、我が国において技

能を習得するために一時的に入国を認められ

ている人材である。非実務研修と実務研修か

ら成る1年間の研修の後、2年間の技能実習
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として就労（OJT）を行うこととなっている。

1年間の研修には特段の分野制限はないが、

技能実習への移行が認められるのは、検定制

度が整備されている繊維・衣服製造、電子機

器組立、機械加工等の62種114作業（2005年

4月1日現在）に限られている。

　本制度は国際貢献の一環として途上国の若

年人材に対する教育・訓練制度として設けら

れたものであるが、中小製造業を中心に事実

上の労働力としての機能を果たしつつある。

現在、本制度による受入人数は平成17年現

在で約13万人（前年比2万人増）となってお

り、毎年1～2万人程度の規模で急速に増加

している。

　本制度は、受入企業のみならず、外国人研

修・技能実習生の側にも、我が国における期

限付就労制度との認識が広がっており、制度

の趣旨と現実のギャップを背景に、賃金未払

い、失踪等の問題が起こっている。特に、近

年、異業種協同組合を通じた受入制度の拡大

により、こうした問題に拍車が掛かりつつあ

る。他方、研修・技能実習制度は、研修／就

労先及び生活環境が保証されており、研修・

技能実習生の質も総じて高いことから、制度

の運用によっては、人材送出側及び受入側双

方のニーズを満たす外国人材の受入制度とな

り得る可能性もある。

訪問のための制度が3世まで拡大されたもの

である。現在、多くの日系人は中小の請負会

社・派遣会社に雇用された後、製造業の自動

車、電機・電子機器等組立を行う大企業で単

純労働者として働いており、繁閑に応じて雇

用調整を行うことができる柔軟な労働力とし

て活用されている。製造業を中心に、コスト

メリットの大きい労働力として大量に受け入

れられた結果、平成2年の入国開始以降、着

実に人数が拡大し、現在では20万人（永住者

を含めれば30万人）を超え、外国人労働者の

最大規模を形成している。

　日系人は、間接雇用であるために基本的に

賃金レベルが低いこと、請負という不安定な

状態に置かれていること、母国への帰国を前

提としていること等から、その子弟に対する

教育が十分に行われていないばかりか、医療

保険、年金といった社会保障費の未払いとい

う問題を発生させており、日系人が集住する

外国人集住都市を中心に多大なコスト負担が

発生している。今後、国内外での日本語教育

の充実、子弟への教育の充実、住みやすい環

境作りを行う一方、日系人の在留資格の更新

要件に、日本語能力、生活能力（子弟の就学

状況含）、社会保険への加入等を追加するこ

とを通じて、日系人の社会への受入の在り方

を見直す必要がある。

（3）日系人

　日系人とは、平成元年の出入国管理法改正

により受け入れが大幅に拡大された人材であ

り、日系1世から3世及びその配偶者に対し

て、「定住者」及び「日本人の配偶者等」の

在留資格が与えられ、就労活動に制限はない。

バブル経済ピーク時の深刻な人手不足を背景

に、それまで日系2世までを対象とした親族

（4）留学生・就学生

　平成17年現在、我が国には、約13万人の留

学生（大学）と約2．8万人の就学生（専門学

校・高校）が存在する。留学・就学の趣旨に

基づけば、卒業後に日本の企業等に就職し、

我が国を支える高度人材として活躍すること

が期待されている。しかしながら、現実には、

母国の物価水準との差によって仕送りだけで
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は生活が成り立たず、アルバイトが在留活動

の中心となってしまっている留学生・就学生

も多い。現在、約10万人の留学生・就学生が

アルバイトに従事している。

　近年、留学生の受入を急激に拡大した結果、

留学・就学を隠れ蓑にした就労が横行するば

かりでなく、一部には凶悪な犯罪にまで手を

染めるケースも存在している。こういった偽

装留学に対しては、入国審査で厳しく取り締

まる一方で、生活面での支援を充実させると

ともに、高度人材の予備軍として引き続き受

け入れていく姿勢が必要である。特に、留学

生にとって我が国の経済力は非常に大きな魅

力であり、こうした分野へ進む道が大きく開

かれることが、より優秀な学生を呼び寄せる

ことに繋がることから企業に対して、長期の

キャリアパスを念頭に置いた受け入れ体制の

整備を期待したい。

（5）不法滞在者

　不法滞在者とは、観光目的で入国後、滞在

期間を過ぎても帰国せずに就労を行っている

者が中心で、その他に「興行」、「留学」、「就

学」の在留資格によって入国した者が認めら

れた期間を越えて残留するケースが加わる。

男性は建設作業員、工員に、女性はホステス、

工員に従事しているケースが多いと言われて

いる。不法滞在者については、近年の取締の

厳格化からその数は減少傾向にあり、引き続

き厳格な対応が必要である。

2．外国人労働者の受入を巡る議論

　外国人労働者は、一般に労働力としての面

が強調されることが多いが、同時に我が国に

住む「生活者」でもあり、その両面を十分に

理解しなければ、この間題に適切な解を与え

ることは困難である。以下に、外国人労働者

の受入を巡る議論を紹介する。

（1）受入積極派の主な議論

①中長期的な人ロ減少への対応

　2006年をピークに中長期的な人口減少期を

迎える我が国において、経済活動を維持・発

展させるために必要となる労働力を質・量の

観点から如何に確保するかが重要な課題であ

る。外国人労働者の受入は、若年労働力の活

用、女性・高齢者の社会参加の促進、少子化

対策に並ぶ対応策の一つと位置付けられる。

②競争力を支える柔軟な労働力への期待

　アジア諸国との厳しい競争やこれに伴う一

連のリストラ等を背景として、製造業を中心

に、市場の変動に柔軟に対応できる労働力へ

の要請が高い。こうした状況下、日本人若年

労働者の確保が困難なことや、職場への定着

率の低さが際立つ一方、熱心な働き振りと、

残業、休日出勤を厭わない姿勢から外国人労

働者活用への期待が高まっている。

③国際的な経済活動基盤の整備

　今後、より緊密な経済関係の形成が期待さ

れる東アジア諸国との間で、モノやカネのみ

ならずヒトやサービスの交流に向けた取組が

ますます重要になっている。アジア大での経

済活動の共通基盤形成に向けて、日本に対す

る理解を促進するためにも、積極的な外国人

の受入が期待される。

④アジア諸国等からの要請

　厳然たる経済格差の下、日本への労働力の

送り出しは、人の移動を通じたサービスの輸

出による外貨獲得の重要な手段となりつつあ

る。FTA（自由貿易協定）／EPA（経済連

携協定）交渉における相手国の重要な関心事

項として、アジア諸国を中心に我が国労働市
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場に対するアクセス拡大への期待が高い。

（2）受入消極派の主な議論

①外国人による犯罪の増加

　地域社会における文化・習慣の違いに基づ

く摩擦の発生、窃盗などの犯罪の増加を懸念

する声が大きい。近年、留学生／就学生の急

速な受入の拡大に伴い、不法就労や刑法犯罪

に繋がるケースも増加している。ただし、そ

の大半が日本での生活を維持できないことが

直接の原因となっていることにも留意する必

要がある。

②劣悪な雇用環境の温存

　請負を中心とする外国人労働者の就労環境

は、専ら体力と根気を必要とするいわゆる3

Kと呼ばれる職場に該当するものも多く、低

賃金・長時間労働が常態化している。こうし

た職場に外国人労働者を受け入れることによ

り、本来改善されるべき劣悪な就労環境が温

存される。

③将来的な雇用機会の縮小

　製造業を始めとする我が国の雇用現場に、

低賃金・長時間労働を厭わない外国人労働者

が多数浸透することにより、こうした職場を

日本の若年労働者が一層敬遠するばかりでな

く、将来的にこうした分野における日本人の

雇用機会を縮小させる。

④社会構造の二層化

　外国人労働者は、一般に低賃金労働への就

業が多いことに加え、本国への送金等の必要

から、近隣の日本人との生活レベルにも開き

があり、特に、低い日本語能力に起因するコ

ミュニケーション不足がもたらす不信感等が

地域コミュニティへの融合を阻害している。

さらに、社会保障費の未払いといった問題に

加え、子弟に対する教育環境も十分ではなく、

自治体の負担が拡大する傾向にある。将来的

には年金・福祉問題等社会コストの増加に繋

がる可能性が大きい。

3．外国人労働者の受入制度の

　　　　　　　　　　見直しのポイント

　我が国の外国人労働者受入制度を見直すに

当たっては、以下の点が重要と考えられる。

①「単純労働者」については基本的にこれ

　を受け入れないとのスタンスの維持

　近年、「日系人問題」として認識され始め

ているように、外国からの単純労働者の受入

は、社会構造の二層化をもたらし、将来的に

膨大な社会コストを発生させるおそれがある。

そのため、労働力人口減少の補完としての外

国人の受入という議論には慎重であるべきで

ある。

②外国人労働者受入のための基本インフラ

　の整備

　我が国の外国人登録制度は、外国人の在留

実態把握の根幹であるにも関わらず、事実上

の機能不全に陥っており、少なくとも、誰が

どこに住んでいるのかという基本的な情報の

把握を可能とし、実態に応じた行政サービス

の提供を可能とする体制の整備が急務である。

③外国人労働者に対する生活面も含めた体

　制の整備

　外国人労働者は、労働力である前に「我が

国で生活する人」であるという認識を持つこ

とが必要であり、同時に、その能力に見合っ

た形で日本人と同等の処遇を受けることが不

可欠である。中長期にわたって外国人労働者

を低賃金で雇用することは、結局社会コスト

を増大させることにつながるため、外国人労

働者の受入には、生活環境の整備も含めた体

制の整備が必要である。
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④日系人との共生のため、受入環境の整備

　と在留資格要件の追加

　出稼ぎが中心であった日系人の定住化への

移行に対応するため、日本語教育の充実、子

弟への教育の充実、住みやすい環境作り等の

徹底した生活環境整備を行う。その一方で、

我が国社会への適応を促進するため在留資格

の取得・更新要件に、日本語能力、生活能力

（子弟の就学状況含）、社会保険への加入等

を追加する。

⑤海外から見て分かり易く合理的な制度の

　整備

　外国人の失踪・不法就労を防ぐには、正規

の手続きを経て入国した外国人労働者が最も

多くのメリットを享受することができる制度

の構築が必要である。また、我が国で勉学・

研修等を行う留学生・就学生、研修生・技能

実習生にとって、当初の目的通り真面目に対

応する方が、最終的に得られるメリットが大

きいことが予見できるなど、より良い人材を

惹き付け、入国後もそのモチベーションを高

めるための「制度的な工夫」が必要である。

4．　外国人労働者間題に対する

　　　　　　制度的な見直し（試案）

　一般国民にとって外国人労働者は、子弟の

不就学、地域コミュニティとの摩擦、犯罪の

増加といった治安面における問題を中心に、

積極的な受入を望んでいるとは言い難い存在

である。

　他方、製造現場を支える労働力として外国

人労働者に対するニーズは高く、大企業の関

連下請工場等においては、派遣・請負を通じ

た日系人の活用が、繊維産業等を中心とした

中小零細企業においては、研修・技能実習制

度を通じた外国人労働力の活用が広く行われ

つつある。また、これとは別に、高度な外国

人人材については、その予備軍たる留学生も

含め、必ずしも我が国に魅力を感じていない

といった問題があり、問題の性質に応じたき

め細かい対応が必要である。

　特に、制度の見直しに当たっては特定の問

題のみに焦点を当てて対応するのではなく、

対応の優先順位も含め、全体シナリオを示し

つつプログラム的に対応することが重要であ

る。

　以下に試案としての対応プログラムを示す。

（1）第一フェーズ

　　～基本インフラの整備と問題点の解消～

①外国人登録制度の抜本的な見直し

　自治体等の行政サービス提供主体が適切な

サービスを行うことができるよう、外国人登

録データベースシステムの共通化を行う。ま

た、実効性を高めるため、就労先企業による

外国人登録確認の義務化と一定の報告制度の

導入を行う。

②研修・技能実習制度における組合制度の

　見直し等

　異業種協同組合を中心に問題が起こりつつ

ある団体監理型受入制度の審査の厳格化、違

反企業・組合に対する受入停止処分の厳格化

を行うとともに、告示等による曖昧な基準を

見直し、政省令での規定に切り替える。そし

て、ブローカーによる高額手数料の排除のた

め、管理手数料の透明化も規定に盛り込む。

また、財団法人国際研修協力機構（JITCO）

の管理・指導業務への集中のため、機能分離

を含めて在り方を見直す。

③留学生に対するアルバイトの制限と奨学

　金制度の拡充

　偽装留学の排除のため、入国前の資力の確
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認、大学における就学状況確認の実施、優秀

な学生に対する奨学金制度の充実等を実施す

ることで、留学生・就学生の量から質への転

換を行う。

④外国人労働者に対する生活面での支援体

　制の整備

　外国人との共生政策の一環として、政府の

負担によって日本語、日本文化の習得機会の

無償提供を行う他、外国人集住都市を中心に

住居等生活環境の整備、子弟等の教育環境の

整備のための財政支援措置を行う。

（2）第ニフエーズ

　　～在留資格制度の見直しに向けた準備～

①新規に入国する日系人に対する在留資格

　の要件追加及び審査の厳格化

　日本語能力、資力（社会保険等への支払い

能力）等を在留資格発行要件に追加し、我が

国社会に対する理解向上の姿勢を持つ日系人

のみが入国できるような制度設計を行う。こ

れにより、第一フェーズで行う生活環境及び

教育環境の整備の効果を高め、新たに入国し

た日系人が日本社会と共生することを容易に

する。

②研修・技能実習制度の多段階化

　3年間の研修・技能実習終了者のうち一定

のレベルに達した者について、一旦帰国した

後、高度な技能修得と地位向上を目的に、さ

らに2年間の高度技能実習の途を開く。ただ

し、全ての国、全ての技能実習移行対象職種

に認めるのではなく、産業高度化の観点から、

製品の付加価値向上を実現する中で、連携強

化が見込まれる国、将来にわたって我が国に

立地すべき産業に限定した措置とする。

（3）第三フェーズ

　　～在留資格制度の見直し～

①既に在留している日系人に対する更新要

　件の追加及び審査の厳格化

　既に在留する日系人に対しても、在留資格

更新要件に日本語能力、生活能力（子弟の就

学状況含）、社会保険への加入等を追加し、

条件を満たしていない者については更新を認

めない。これにより、我が国社会と日系人と

の共生を容易にし、社会構造の二層化を防ぐ。

②「技能」の在留資格の見直し

　技能検定の一定の資格（技能士の一級レベ

ル）を身に付けた者に対して、「技能」分野

における正規の在留資格を与える。この際、

第ニフェーズで整備を行う2年間の高度技能

実習を経た者のうち、一定の資格を取得した

優秀な人材については、当該在留資格を与え

ることとし、研修・技能実習生に対するイン

センティブ付与、優秀な人材の選抜方法とす

る。

（4）高度人材（専門的・技術的分野）の取扱

　いわゆる高度人材については、上記の議論

とは切り離して、①キャリアパスの構築等企

業における受入体制の整備、②生活環境・子

弟の教育環境の改善、③入管制度の見直し

（在留資格要件の緩和）を一体として議論し

て、積極的な受入のための取組を行っていく。

　また、FTA／EPA交渉における交渉相手

国からの高度人材の受入要望については、上

述のシナリオを先取る形で、受入態勢の整備

と在留資格付与基準の見直しを同時に行い、

将来の入国管理制度の例外とならないよう配

慮しながら、積極的に対応していく。
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多様性のダイナミズムを活かす

一外国人受け入れ問題に関する

　　　　　　　　日本経団連のスタンスー

社団法人　日本経済団体連合会

産業第一本部長井上　洋

はじめに

　日本経団連では、2003年1月に公表した新

ビジョン『活力と魅力溢れる日本をめざし

て』において、多様性のダイナミズムによっ

て日本の社会・経済に再び活力を取り戻すと

いう観点から、外国人も活躍できる環境の整

備を訴えた。その後、企業関係者や関係省庁

・地方自治体の担当者、大学関係者など、数

多くの専門家から意見をいただきながら、

2004年4月、『外国人受け入れ問題に関する

提言』をとりまとめ公表した。

　本問題は、もちろん産業界にとっても重要

であるが、それ以上に、国や地方自治体、さ

らには、そこに住む人々の日常生活と密接に

結びついたものであり、まず「中間とりまと

め』を公表し、それをもとに国民各層に広く

意見を求めながら、最終的な提言をとりまと

めるという手法をとった。

1．基本的考え方

　周知の通りわが国では、1999年7月の閣議

決定において、外国人の受け入れに関しては、

まず専門的・技術的分野の外国人について、

　「日本経済の活性化や一層の国際化を図る観

点から、受け入れをより積極的に推進」する

ことを掲げた。しかし現実には、縦割り行政

の壁に阻まれ各省庁が連携して施策を展開し

ているとはいえない状況にある。この状況を

放置したままでは、わが国において専門的・

技術的分野の外国人がその能力を発揮するこ

とは難しく、またその受け入れは進まないと

いうのが我々の認識である。

　一方、現場で働く外国人の受け入れについ

て政府は、「経済社会と国民生活に多大な影

響を及ぼす」として、「慎重に対応する」と

の方針を打ち出している。しかし実態をみる

と、わが国には、現場で働く外国人が相当数

流入し就労、生活している。その多くはブラ

ジル人を中心とした日系人であり、現在その

数は23万人にものぼり、しかも最近では定住

化する傾向が強まっている。

　日系人などの外国人がわが国で職を得られ

る背景には、日本人、とりわけ若者が働きた

がらない仕事が存在するという現実がある。

多くの企業関係者は、日本人の若者に現場で

働いてもらいたいという期待を抱いており、

また日本人の若者が知識、技術、技能を身に
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付けられるよう、企業、高校や大学、行政な

どが連携して、その職業能力・意識の向上に

取り組くんでいる。それでもなお、日系人な

ど外国人が日本人の就きたがらない現場で働

いているという現実を我々は直視しなければ

ならない。

　既に、日本の総人口は減少に転じた。その

なかで女性や高齢者の力を最大限に活用する

としても、日本人では供給が不足する分野は、

今後さらに増えていくことが予想される。そ

の対策としては、まず労働生産性の向上や就

労環境・労働条件の改善を図ることが求めら

れるが、例えば福祉分野を中心としたサービ

ス分野、あるいは製造業、農林水産業などの

一
部においては、日本人だけでは労働力不足

が深刻化するであろうという指摘が聞かれる。

　このような現状と将来展望を踏まえれば、

現場で働く外国人の受け入れを巡る問題につ

いて、いつまでも先送りにすることはできな

い。

2．受け入れに向けた「三原則」

　日本経団連の提言のポイントを一言でいえ

ば、「日本の社会・経済に活力を取り戻すた

めには、国民一人ひとりの付加価値創造力を

高める必要があり、そのプロセスに外国人の

もつ力を活かす」ということになる。新ビ

ジョンで掲げた「多様性のダイナミズム」と

「共感と信頼」を具現化するというのが、そ

の趣旨であり、国際的な人材獲得競争の激化

や少子化・高齢化などわが国の経済社会構造

の変化といった状況を踏まえた、総合的な対

応として本問題の解決策を考えていくべきで

ある。

　日本経団連は、総人口減少の埋め合わせの

ために外国人の受け入れを意図しているので

はないかという指摘も聞かれるが、提言にお

いて、「人口減少の埋め合わせのために、外

国人の受け入れを進めていこうとは考えてい

ない」旨を明記している。

　そうした基本的な認識を示した上で、受け

入れに向けた「三原則」を示している。すな

わち、

（1）質、量両面で十分にコントロールされた

　秩序ある受け入れを行うこと、

（2）受け入れる外国人の人権や尊厳を損ねる

　ものではあってはならないこと、

（3）送り出し側にもメリットのあるものであ

　ること、

の3点である。

3．具体的な提案

具体的な提言は、以下の9つの分野で整理

した。

　・日本企業における雇用契約、人事制度の改革

　・国と地方自治体が一体となった整合性ある施

　策の推進
　・専門的・技術的分野における受け入れの円滑

　化
　・留学生の質的向上と日本国内における就職の

　促進
　・将来的に労働力の不足が予想される分野での

　　受け入れ

　・外国人研修・技能実習制度の改善

　・外国人の生活環境の整備

　・日系人の入国、就労に伴う課題の解決

　・受け入れ施策と整合性のとれた不法滞在者・

　　治安対策

　誌面の関係から、このうち「国と地方自治

体が一体となった整合性ある施策の推進」と

「外国人の生活環境の整備」にしぼって概説

したい。

（1）国と地方自治体が一体となった整合性あ

　る施策の推進
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　まず、国の体制である。提言では、外国人

受け入れ問題に関する行政の体制、対応が縦

割りになっていることから、当面の対応とし

て、内閣に「外国人受け入れ問題本部」を、

内閣府に「特命担当大臣」を設置することを

提案した。また将来的には、「外国人受け入

れに関する基本法」の制定や「外国人庁」あ

るいは「多文化共生庁」の創設を提案してい

る。

　設置が急がれる内閣の「本部」は、外国人

受け入れ全般の基本方針を企画・立案するこ

とを主な任務とし、出入国審査をになう法務

省、査証発給を行う外務省、日本語修得、子

弟教育に係わる文部科学省・文化庁、医療保

険、年金、さらには外国人の雇用管理などを

担当する厚生労働省、地方自治体への支援を

行う総務省などの関連省庁との間で、具体的

な施策に関する総合調整を行うことになる。

また施策の展開に当たっては、地方分権の原

則を踏まえつつ、地方自治体、さらにはNPO、

NGOなどとの連携を重視すべきであろう。

　加えて、提言では、新しい就労管理の仕組

みを導入することを提案している。これは外

国人の入国後の管理が不十分であるため、外

国人の就労や生活を巡って、不法滞在や犯罪

の増加など、様々な問題が出ていることを踏

まえ、企業が外国人の雇い入れ時と離職時に、

外国人個々の情報を公共職業安定所に報告す

るなどの責務を定めた「外国人雇用法」制定

を求める提案である（図表参照）。

　外国人受け入れの先進国であるドイツ、イ

ギリスでは、入国管理と就労管理が一体化さ

れた制度が既に運用されている。例えば、イ

ギリスではかつて、外国人の労働許可は、教

育雇用省が労働許可の発給を担当するという

仕組みであったが、2001年の組織改編によっ

図表一新しい就労管理の導入

　　　　　　　　一

　　　　　灘1鵡畿＿。．

一…一一一一一髄圃圏闇麗一一一一
　　　　　　　　幽麟瀦騨

〔現行の外国人登録制度〕

　　内容
①登録番号②登録の月日

③氏名④生年月日⑤性別

⑥圖籍⑦本国での住所

⑧出生地⑨職業⑩旅券番号

⑪旅券の発行日⑫上陸許可の日

⑬在留資格⑭在留期間⑮居住地

⑮世帯主の氏名⑰世帯主との続柄

⑱、⑲世帯、家族の情報

⑳勤務地の名称、所在地

〔新しい就労管理制度〕

　　　内容
会社名、所在地、代表者、事業の種類

外国人労働者氏名、在留資格・期間、

国籍、性別、生年月日、雇入日、麹職日、

労働者の住所、労働者の職種（選択式）

＊外国人の雇い入れ・離職時に事業主が提出。

原則、雇用保険適用事業所に提出義務

＊永住者、特別永住者、外交、公用は対象外

＊電子申講可能に

＊雇用傑険適用事業所番号を使用

‡雇用状況報告は廃止

就労管理の目的
’ 外国人労働者の濯用の安定、労働条件の確

保、適切な雇用管理の促進

・外国人の不法滞在、不法就労の防止

就労管理の課題
・ 公共職業安定所の事務負担

・ 企業の事務負担

・ 情報共有のあり方

・ 外国人だけを管理することの妥当性
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て、内務省移民国籍局労働許可課となり、入

管と労働許可の所管の一元化が行われている。

またドイツでは、「外国人中央データベー

ス」が構築され、外国人の入国、在留および

就業に関する行政データが共通化されている。

　日本経団連は、こうした動きを踏まえ日本

でも、秩序ある受け入れを行うための法制度

を新たに整備する必要があると判断した。こ

れは企業にとって、いわば規制強化となるも

のだが、「企業として、雇い入れた外国人を

管理することは当然の責務である」という意

見が大勢を占め、新法の制定を求める決断し

た。

（2）外国人の生活環境の整備

　日本では、外国人の生活環境の整備が立ち

遅れている。そこで提言では、多文化共生を

促す地域の役割として、外国人に対する相談

窓口の開設や日本語学習の機会提供などを提

案した。とりわけ、日本で生活する外国人の

悩みを聞き適切なアドバイスを行う相談窓口

の充実は重要である。地方自治体には、市民

のなかから有為な人材を発掘し、外国人に対

するケアの活動に参画してもらう仕組みを構

築することなどを求めている。

　加えて、外国人に対する日本語教育を地域

においてプログラム化することも重要である。

外国人が日本語を修得することは、日本社会

において自立と自己実現を図るために越えな

ければならない最初のハードルである。また

外国人に日本語学習の機会を与えることは、

日本人にとっても多文化共生の理念を理解す

る上で貴重な経験となる。国と地方自治体、

さらには地域の交流協会、NPO、　NGO、教

育機関などが連携して、日本語支援コーディ

ネータや日本語教育の専門家などの人材育成

や配置、教材・教授法の開発などに取り組む

ことが求められる。

　また社会保障制度の改善・充実も、外国人

の生活を安定させる観点から重要である。日

本は、1982年に「難民の地位に関する国際条

約」を批准し、これに伴う国内法の改正で、

国民年金、児童手当、児童扶養手当を外国人

にも開放した。また国民健康保険も、1986年

にはすべての外国人に加入が認められている。

しかし、外国人に対する年金、健康保険制度

は、必ずしも有効に機能していないのが実態

である。例えば、外国人集住都市の一つであ

る豊田市での外国人の健康保険加入率（2000

年12月末）は、「健康保険」（8．0％）、「国民健

康保険」（46．9％）、「未加入」（45．1％）であ

り（健保、未加入は推計値）、半数弱の外国

人が無保険となっている。これは、日本の制

度が長期雇用労働者を前提にしているため、

定住を前提としない外国人の実情に合ってお

らず、さらに短期雇用を繰り返す外国人も多

いため、社会保険への加入がなかなか進まな

いということがその背景にある。また年金制

度についていえば、保険料を6カ月以上納め

た外国人が日本に住まなくなった場合、2年

以内に請求すれば脱退一時金が支給されると

いう制度が導入されているが、保険料納付期

間が36ヵ月以上の場合では、支給額は一定で、

保険料を支払うだけ損になるという状況が生

じる。そうした制度上の問題もあり、外国人

は、掛け捨てに近い状態になる年金制度への

加入を嫌い、これとセットになっている健康

保険にも加入しないのである。

　しかも国民健康保険では、在留期間が1年

以上の在留または、在留期間が1年未満で

あっても入国目的、生活実態からみて1年以

上日本に在留すると保険者が認めた外国人に

だけ加入が認められるという条件がある。そ

こで、緊急医療については、現行の行旅病人
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及行旅死亡人取扱法が適用されることになる

が、この適用範囲が狭く、地方自治体のなか

には、外国人の未払い医療費を一部補填して

いるところもある。

　以上のような状況を踏まえ提言では、政府

に対して、できるだけ多くの国々と社会保障

協定を締結するよう訴えるとともに、公的年

金と医療保険の加入を巡る問題の解決を求め

ている。

おわりに

　わが国では、外国人というと、プラスより

マイナスのイメージの方がはるかに強い。と

りわけ、外国人による犯罪の増加は、国民の

イメージを悪くしている。外国人の犯罪を抑

止するために、いったい何が必要なのであろ

うか。

　最近の外国人犯罪の傾向を見てみると、刑

法犯・特別法犯とも、ここ数年増加傾向にあ

る。特に刑法犯の増加が目立ち、凶悪犯も増

加しつつあるが、留学生や就学生などによる

放置自転車の無断使用などの微罪が多く含ま

れているという指摘も聞かれる。重要なこと

は、公権力を強化するまえに、外国人を受け

入れている大学や日本語学校、企業、さらに

は地域が、日本における生活習慣、法秩序・

地域のルール、あるいは日本人のものの考え

方などについて、しっかりと指導することで

あろう。

　不法滞在者の対策としては、上陸審査の厳

格化や摘発体制の強化、収容施設の拡充など

がまず必要であろうが、対象となる外国人や

その家族が日本社会とのつながりが強く、退

去強制させるのは非人道的であると考えられ

る場合には、個別事案毎に「在留特別許可」

を与えるという措置、あるいは不法滞在者が

自発的に帰国することにメリットを与え出頭

を促す措置などが必要である。いわば、それ

ぞれの外国人の置かれた状況や姿勢を考えな

がら、柔軟に対応することにより、不法在留

者を減少させていくという方法が現実的であ

ろう。

　関係者が問題意識を共有し、外国人の働き

やすい環境を整備することが、日本人や日本

経済にとっても有益な状況をつくり出す。本

問題の本質が、この点にあることを多くの

人々に認識していただければ幸いである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）
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外国人労働者受け入れ拡大

に関する論点

　　　　鷺．繕・，
　　　　　　。，1
　　　　　．　＃　：t’

全日本金属産業労働組合協議会

　（金属労協／IMF－JC）

政策局部長浅井茂利

　労働力不足が深刻となるなかで、その解決

の一方策として、外国人労働者受け入れを拡

大し、製造現場など、現在は原則として就労

が認められていない分野についても、受け入

れを可能にしようとする動きが見られる。

　金属労協は外国人労働者を活用している職

場でヒアリングを行うなど、現状の掌握に努

め、現在の受け入れ体制・受け入れ実態の問

題点を整理し、受け入れ拡大論の中身とその

論拠などを精査したうえで、2006年4月、外

国人労働者問題に関する金属労協としての考

え方を打ち出した。

　本稿では、この考え方のエッセンスを紹介

したうえで、最近の動向について、若干のコ

メントを付加することとしたい。

1．外国人労働者問題への

　　　　　　　　基本的スタンス

　外国人労働者の受け入れは、一国の経済・

社会の根幹に影響を与えるものであり、長期

的な観点で国民的議論を積み重ね、結論を導

き出していかねばならない。目先の事情に目

を奪われ、軽々・拙速な対応を図ることは厳

に慎むべきである。とりわけ、日本人と外国

人との階層化や差別意識、基本的人権の侵害

や法による保護が行き届いていないこと、医

療、住宅、教育をはじめとする社会的コスト、

外国人による犯罪など、場合によっては社会

の暗部となりかねない問題についても、十分

な検討を行っていくことが不可欠である。

　グローバル経済では、ヒト・モノ・カネの

自由化が進むという考え方がある。しかしな

がら世界148の地域貿易協定のなかで、ヒト

の自由化に関するGATS（サービスの貿易

に関する一般協定）第5条に基づく協定は、

わずか1件（EEA＝欧州経済領域協定）に

すぎない（2006年6月現在）。ヒトの自由化

は決して必然ではなく、むしろ後述するよう

に、国内産業のグローバル化への対応を遅ら

せる危険性があることに留意すべきである。

　また不法就労者はもとより、合法的な日系

人、研修生・技能実習生などについても、低

い賃金・労働条件、過酷な職場環境、失踪、

犯罪といった問題が生じている場合が少なく

なく、そうした問題の解決を図っていくこと

がまず第一に重要である。
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2．超少子高齢化と外国人労働者

　超少子高齢化による労働力不足に対応する

ため、外国人労働者受け入れ拡大を主張する

考え方がある。しかしながらそのためには、

きわめて大量の外国人労働者を継続的に受け

入れていく必要があり、現実的ではない。国

内の人的資産の活用、すなわち60歳以降の就

労を確保し、女性の労働力率を高め、中高年

失業者や、ニート、フリーターとなっている

若年者を活用することが基本である。

　総人口の減少で国内市場が縮小すると、グ

ローバル経済のなかで、製品開発、技術開発、

生産システム開発の基盤の役目を果たしてい

る国内生産拠点が維持できないとの見方があ

る。しかしながら人口が減少しても、生産性

の向上により国内購買力を維持・拡大するこ

とは可能である。

　超少子高齢化の最大の問題点は、総人口に

占める現役世代の比率の低下にある。賦課方

式の社会保障制度では、受給者に対する負担

者の比率が低下すると制度を支えきれなくな

るので、外国人労働者に支えてもらおうとい

う発想もないわけではない。しかしながら、

外国人労働者を日本の社会保障制度維持のた

めに活用しようとするのは、発展途上国から

労働力を奪うことに他ならない。外国人労働

者に頼るのではなく、制度そのものを現役世

代比率の低下に対応し、負担と給付のバラン

スのとれた持続可能なものとすることが不可

欠である。

3．ものづくり技術・技能と

　　　　　　　　　　外国人労働者

ものづくり産業の現場において、間接雇用

や有期雇用が増大している。ものづくり産業

の国際競争力の源泉は、技術・技能、情報や

知恵の長期にわたる蓄積とその発揮にあるが、

非正社員比率の拡大は、そうした技術・技能、

情報や知恵の継承・育成に対し、重大な懸念

をもたらすところとなっている。外国人労働

者の多くが間接雇用・有期雇用として就労し

ているとともに、外国人労働者による労働力

供給は、賃金・労働条件の引き下げ圧力とな

り、間接雇用・有期雇用の一層の拡大を招く

大きな要因ともなっている。

　わが国ものづくり産業がグローバル経済の

なかで引き続き世界市場をリードしていくた

めには、「労働の質」の高さに裏づけられた、

絶えざるカイゼンや生産システムの革新、新

技術の導入、自動化、開発と生産の一体化な

どが不可欠である。外国人労働者の拡大は、

こうした産業の高度化に対する動機を弱め、

むしろ国際競争力の弱体化を招きかねない。

4．労働コストと外国人労働者

　外国人労働者受け入れ拡大の論拠として、

労働コスト抑制を正面切って掲げる向きは少

ない。日本経団連も、労働集約的で付加価値

の低い商品は、海外生産シフトが当然。国内

に人件費の安い外国人を導入し、生き残りを

図る経営戦略は長続きしない、と述べている。

　しかしながら、そうした建前とは別に、受

け入れ論には低賃金の労働者活用という本音

の部分が垣間見えることは否定できない。

　外国人労働者に対し日本人と同等の賃金を

支払うのは当然のことだが、同等の賃金であ

るとしても、外国人労働者のぶん労働力供給

が増えるので、日本人も含めた労働市場にお

ける賃金水準は低下することになる。
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　また、外国人技能実習生のように転職が許

されず、労働市場が日本人から隔離されてい

る場合には、外国人労働者の賃金水準は日本

人よりも低く、法定最賃に近いものになる。

　日本経団連は、「日系人など外国人が日本

人の就きたがらない現場で働いているという

現実を直視しなければならない」と指摘して

いるが、「日本人の就きたがらない」という

のは、結局「その賃金水準、労働条件、職場

環境では就きたくない」ということにすぎな

い。そうした現場において外国人労働者を受

け入れることは、当該職場の賃金・労働条件

引き上げ、職場環境改善、産業の高度化など

にマイナスの影響を与える可能性が強い。

　低賃金の外国人労働者に頼らず、労働力需

給が一致する水準まで賃金を引き上げた場合

に、コスト増によって国際競争力を失うこと

になるかどうかは、重要な論点である。労働

力需給が一致する水準の賃金を支払えない分

野は海外に委ねるべき、というのが基本であ

るが、国内に残す必要があるにもかかわらず、

賃金引き上げが不可能という場合もありうる。

　しかしながら市場経済原理からすれば、そ

うした状況が生じるのは、企業間の取引にお

いて付加価値の配分に歪みがあるためであり、

配分構造の見直しによって解決すべきであろ

う。

　いずれにしても、「日本人の就きたがらな

い」ということを外国人労働者受け入れ拡大

の理由とするのならば、そうした現場におけ

る、賃金・労働条件、職場環境の実態、従業

員に対する適正な配分の成否、さらには産業

・ 企業間の配分構造などについて明らかにし、

精査すべきである。加えて、「日本人の就き

たがらない現場」において外国人が定着して

いるかどうかも、検証が必要である。

5．個別的な課題に関する

　　　　　　　　金属労協の考え方

①外国人労働者保護の拡大

　外国人労働者に対する法による保護の強化、

社会保障制度への加入促進、各種行政サービ

スの利用促進などを図るため、例えば「外国

人労働者手帳」制度の創設など具体的な施策

について、検討を進めていくべきである。

　また不法滞在者を使用したり、外国人研修

生・技能実習生の不適正な活用を行った事業

主、団体に対しては、厳正な対処ができるよ

う法を整備し、罰則を強化し、刑事責任を含

め追及していくことが必要である。

②専門的・技術的分野

　製造現場について、一定の要件を満たす場

合に専門的・技術的分野の範囲に含め、合法

的な就労を認めるという考え方がある。しか

しながら専門的・技術的分野の受け入れは、

「世界で通用する専門知識、技術等を有し、

異なる教育、文化等を背景とした発想が期待

できる」人材の獲得を目的とするものであり、

そうでない場合には、専門的・技術的分野の

対象とすべきではない。

　また、EPA交渉において専門的・技術的

分野の枠の拡大を求められた場合には、FT

Aがあくまでモノの自由化を目的とするもの

であることに鑑み、慎重に判断すべきである。

③専門的・技術的とはみなされていない分野

　ものづくり産業の技術・技能者について、

二国間協定に基づき、業種・職種や人数の制

限、管理の徹底を前提に、外国人労働者を受

け入れてはどうかという考え方がある。

　しかしながら、たとえ日本人と同等の賃金
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水準が確保されたとしても、労働力の供給拡

大により、該当する業種・職種の賃金は他の

業種・職種に比べて相対的に低下し、ますま

す日本人の確保が困難となることに留意しな

ければならない。医療、住宅、教育、治安な

どの社会的なコストの増大、職場環境改善や

産業高度化の阻害要因となること、諸外国で

も成功事例があまり見られないことなどから、

慎重に対処すべきである。

④　日系人労働者

　日系人労働者については、帰国を前提とせ

ず、むしろ日本での定着を想定して受け入れ

体制を整備し、日本語教育や子女教育の徹底、

住宅の確保などの施策を強化すべきである。

外国人・日本人を問わず、いわゆる偽装請負

において、低賃金、長時間労働、過酷な職場

環境などが指摘されており、直接雇用への切

り替えを促進していくべきである。

⑤外国人研修生・技能実習生

　外国人研修生・技能実習生については、わ

が国の技術・技能を発展途上国に移転し、

「人づくり」に寄与するという本来の趣旨が

機能するよう、制度整備、運用の改善を図る

べきである。商工会議所、協同組合等を通じ

て受け入れる「団体監理型」においても、受

け入れ企業の常勤職員20名につき研修生1名

とする「5％ルール」を適用させるべきであ

る。

　また研修生が実務研修に入った場合には、

非実務研修（座学）の継続の如何を問わず労

働者として位置づけ、労働法の適用対象とす

べきである。実務研修終了時の国の技能検定

基礎2級取得だけでなく、技能実習終了時の

技能検定3級受験を義務づけ、受け入れ企業

ごとにその実績を公表すべきである。

　企業単独型研修を受けた外国人技能実習生

が、技能検定3級以上を取得して帰国し、日

本で研修・技能実習を受けたのと同一の業務

・ 職種に一定期間従事した場合には、再来日

して同一の業務・職種についてさらに高度・

複合的な技術・技能を修得する再研修制度が

構築されてしかるべきであろう。

6．最近の動向

　金属労協が考え方を整理して以降、関係府

省の副大臣によるプロジェクトチーム、自民

党の特別委員会、法務省のプロジェクトチー

ムなどが続々と考え方を打ち出している。い

わゆる単純労働者については今後も受け入れ

ないという基本に立ちつつ、製造現場につい

ては、「高度技能者」に関して、新たな制度

を構築し、あるいは専門的・技術的分野の枠

を拡大し、あるいは外国人研修・技能実習制

度を拡大することによって、受け入れを合法

化しようとする流れが強まっている。

　しかしながら、いわゆる2007年問題によっ

て、国内の高度技能者が不足しているとして

も、どれだけ外国人の高度技能者に対する

ニーズがあるのか、またニーズに応えられる

能力を持った外国人労働者の供給があるのか

は、きわめて疑問である。結局は「高度技能

者」とは名ばかりの労働者を受け入れる、本

音と建前の乖離した歪んだ仕組みをもうひと

つ作るだけになりかねない。

　外国人労働者受け入れ拡大によって不法就

労者をなくすべき、との主張もある。しかし

ながら入国・就労を完全に自由化するのでな

い限り、不法就労者の発生は避けられない。

むしろ受け入れ枠の拡大により、不法就労者

もまた増加すると考えたほうが自然であろう。
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イギリス移民受け入れの
　　　　　　　　　　　　　　最近の動向

～低賃金労働者の流入増加と
　　　　　　　　　　各種規制の新設～

　法政大学社会学部

教授上　林　千恵子

1．移民受け入れへの積極策と

　　　　　　　　　　　テロ対策強化

　イギリスは伝統的に合法、不法を問わず移

民に対して寛容な政策を歴史的に採用してき

た。地政学的に日本と同様に海に囲まれてい

るために国境管理がヨーロッパ大陸諸国より

も容易である。他方、国境管理が厳格である

分だけ、一端、入国すれば国内での移民管理

は緩やかであった。このイギリスが現在に至

るまで、EU諸国内での人の自由移動を保障

するシェンゲン条約に不参加であるのも、国

境管理についてはあくまでも自国の管理下に

置きたいという意志の表れであろう。これま

で難民あるいは不法就労者を含む出稼ぎ移民

の最終目的地がヨーロッパ大陸の西端にある

ブリテン島であったのは、ここが彼らにとっ

て必ずしも居心地が悪いわけではなかったこ

との証左であろう。

　ところがこの従来の移民政策の方針が1990

年代半ば以降、二つの方向で変化し始めた。

一つは、産業界からグローバル化によって企

業間競争が激化し、高技能労働者と低賃金労

働者への双方の受け入れ要請が高まったこと

である。こうした要請に対しては労働許可証

制度の改変、業種別割当計画（ホテル・レス

トラン、食品製造）、高度技能移民プログラ

ムなどの個別措置として対応してきたものの、

それでは場当たり的な性格を拭えないので、

2006年3月にポイント制による移民制度を発

表した。これは、学歴（博士号取得者を優遇）、

職歴、収入（出身国を分類して、高収入に応

じて優遇）、年齢（若い人を優遇）などをポ

イント化し、この総合点で移民を5段階に分

類し、高技能者への滞在と永住権付与を容易

化する一方、点数が少ない低熟練労働者に対

しては帰国担保を徹底化する制度である。新

制度は2007年度半ばから実施予定となる。域

内労働移動の自由が保障されているEU圏内

からの移民はこの制度対象外であるので、こ

の制度によって従来の移民の半数を占めてい

るインド、パキスタン、バングラデッシュな

ど南アジア出身者の受け入れ制限につながる

のではないかとの危惧も、アジア系国会議員

から出された。

　もう一つの変化の方向はテロ対策強化とし
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て各種規制が導入されたことである。選挙権

を持つ一般の国民にとっては、産業界の要望

よりもテロ対策と庇護申請者を抑制してほし

いということが大きな、そして身近な移民政

策への要望であり、この課題に応えなければ

2大政党で維持されている政権の場合、保守

党であれ労働党である政権維持が難しいから

である。2001年夏にはブリストルなどを中心

にアジア系若年者の暴動があり、続いて同年

の9．11．テロがニューヨークで起こり、更に、

2005年7月にはロンドンで地下鉄連続爆破事

件があり、2006年8月にはパキスタン系若者

による航空機爆破未遂事件があった。2005年

11月初めには隣国フランスでも移民の第2世

代、第3世代に属する若年者が自動車を焼き

討ちするという暴動がフランス全土に広がっ

た。

　こうした社会情勢の変化によって、国民の

不安を抑えるために移民および不法就労者へ

の厳しい政策を実施することが要請されるよ

うになったのである。2005年の暴動によって

フランスが移民の社会的統合のために自国の

共和主義の伝統では不十分なのではないか、

英米のように積極的差別是正措置が必要に

なったのではないかと従来の社会的統合政策

に懐疑を抱くようになったのであるが、イギ

リスもまた移民の統合に対して従来のように

多文化主義を標榜しているだけでは不十分で

はないかと反省してきているのが実情である。

イギリスの場合、移民の社会的統合は独仏に

比較して放任主義であった。不法就労者につ

いては、闇就労であっても彼らはきちんと就

労している労働者であり、法律の保護外にあ

るというマイナス点と、それとの引き換えに

徴税を免れているというプラス点を自己責任

で選択しているという見方が存在していた。

とりわけロンドンなどの大都市では、清掃、

レストラン・ホテルのサービス職など人手不

足の低賃金サービス労働を担う便利な労働者

という見方が支配的でもあったのである。し

かし、それが一連のテロの発生によって不法

就労者対策が必要とされるようになったので

ある。

2．新しい移民・難民・国籍法、ID

カード法など不法就労対策の内容

　イギリスの不法就労者については2005年ま

で何らの数値も発表されていなかった。日本

の入国管理局が毎年不法残留者の数値を発表

して削減状況を世論にアッピールしている事

実とは対照的である。2005年の国政選挙が実

施された際に、野党の保守党から非難されて

ブレア政権が初めて2001年の国政調査に基づ

いて発表した不法就労者の数値がおよそ50万

人であり、2006年現在では不法滞在外国人数

は57万人とされている。ちなみに、日本の不

法残留者は2006年1月1日現在でおよそ19万

人であり、イギリスの1／3程度となってい

る。TUCはこの不法就労者に対して内国人

と賃金、労働時間を同等にすることが必要と

して正規化（合法化）要求をしているが、イ

タリア、スペイン、フランスなどの隣国と異

なって過去に正規化を実施したことのないイ

ギリスでは、敢えて不法就労者を正規化する

よりも、従来のように放任する、すなわち何

もしない、というスタンスの方が受け入れら

れやすい。

　入国管理官は増員され2005年度でおよそ

4，800人となった。1997年度人数のおよそ2

倍である。日本での入国管理官はおよそ3，400

人前後であるから、人口比としては日本より

も多いことになる。また2006年3月に成立し
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た移民・難民・国籍法では、移民を雇用して

その就労許可証が不備であった事業主に対し

ては2，000＊eンド（およそ40万円）の罰金が

課せられることになった。また雇用した移民

が不法就労者であることを知りながら雇用し

ていた悪質な事業主は、2年以下の禁固ない

しは無制限の罰金として罰則規定が強化され

た。日本では1990年の入国管理法改正時に、

新たに不法雇用助長罪として事業主への罰則

規定が導入されたから、イギリスの場合、こ

の措置は遅いといえば遅い。昨年の2005年ま

では不法就労者に関する数値もなく、また不

法移民を雇用していた事業主も、偽の労働許

可証にだまされたという言い訳が何とか通っ

てきたこと自体、いい加減といえばいい加減

であったかもしれない。新移民法は2006年に

成立したが、施行される時期についてはまだ

発表されていない。

　また移民の人権を無視するという労働党内

部からの批判にもめげずIDカード法が2006

年に成立し、2008年から導入される見込みと

なった。大陸諸国では既にIDカードが導入

され、移民にその携帯が義務付けられている

が、ようやくイギリスでも3ヶ月以上の滞在

者と16歳以上の移民にIDカード携帯の義務

付けが同様に導入されることになったのであ

る。イギリスの移民に対する国内管理（いわ

ゆる在留管理）の弱さ、あるいは国内管理不

在の象徴として考えられてきたIDカード制

度の未導入に対して、ようやく政府が答えた

といってもよいであろう。IDカード導入の

目的はテロ対策と同時に、不法就労者の削減、

正規外国人就労者の失踪予防、他者への詐称

予防、福祉不正受給の予防と言われている。

IDカードには、指紋以外に虹彩などの生体

認証システムが導入される予定で、本人確認

が容易となる。この導入によって民族差別が

強化されるのではないかという懸念が表明さ

れてはいるものの、テロ対策という錦の御旗

の前にはこうした懸念はすべて雲散霧消と

なった。

　また2006年4月に内務省は受刑者8万人中、

1万人が外国人であることを発表した。これ

は野党保守党の質問に答えての事実発表であ

るが、野党が追及した問題はこうした外国人

が刑期満了後も本国に送還されず国内に滞在

していることであった。そこで内務省は彼ら

の国外追放を徹底することを約束することと

なり、外国人犯罪者の管理が手ぬるくはない

という姿勢を見せたのである。

　以上、政権担当政党にとって移民問題は野

党からの恰好の攻撃材料となっており、外国

人とりわけ非キリスト教徒に疑心暗鬼となり

やすい国民感情を前提に、政権政党であるブ

レア労働党も次々と不法就労者対策を導入し

ているのが現状であろう。

3．移民斡旋業者登録法の導入

　　　（Gangmasters　Licesing　Act）

　不法就労者が不法就労者として就労してい

る背景には、不法就労者自身の選択と彼らを

雇用する事業主が存在するばかりではなく、

不法就労者を食いものとする移民斡旋業者の

存在が指摘されている。移民斡旋業者の最悪

部分についてはマフィアなどの非合法組織と

関係があり、移民斡旋が人身売買（トラフィ

キング）となっていることは周知の事実であ

る。2004年に成立し、2006年から施行された

移民斡旋業者登録法は、移民斡旋業界の適正

化を図る目的で提案された。その内容を紹介

すると、斡旋業者は移民斡旋局（Gangmasters

Licensing　Authority：GLA）に登録しなけ
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ればならず、事業主もまたこうした登録業者

からのみ人材供給を受けることができるとい

うものであり、当面は農林漁業水産業と生鮮

食品包装業にのみ適用される。

　この法律は2004年にランカシャー湾で貝採

集中の中国人労働者が21人満ち潮で溺死した

事故がきっかけとなって成立した。彼らがす

べて不法就労者であり、人名さえ確認できな

かった点、また不法就労者が常に事故や危険

作業と隣り合わせに就労させられている点が

明るみに出されたからである。実際、合法、

不法を問わず斡旋業者によって供給される労

働者の多くは最低賃金以下の賃金水準と長時

間労働であり、過密な住居に居住し、危険作

業に従事し、パスポートも事業主か斡旋業者

に取り上げられている。こうした農業関連労

働者の多くは外国人労働者で構成され、英語

が不自由なことから自分たちの権利について

も知らされていないことが多い。また就労場

所も人里離れている。こうした条件を列挙し

ただけでも彼ら移民労働者が搾取や強制労働

の対象となりやすいことは火を見るより明ら

かであり、斡旋業者を登録することにより、

業者の選別に政府が乗り出したことになる。

またこの立法化にあたっては、倫理的通商促

進会議（Ethical　Trading　Initiative）のよう

な企業、労働組合、NGOメンバーを構成と

する団体が果たした役割が大きい。

　もっともこの制度を実効性のあるものとす

るために設立されて移民斡旋局は全国を対象

としながら30人の検査官しかおらず、また農

業分野と並んで不法就労者の雇用が多い建設、

倉庫、ホテル、レストランなどの業種はこの

制度に含まれない。しかし、移民斡旋業者登

録制度が設立されたために、農林水産分野で

就労している42－61万人の臨時労働者の安全

衛生と労働条件がチェックしやすくなった。

また政府にとっては斡旋業者からの徴税が容

易となって税収が見込め、かつ各種給付の詐

欺的な受給を防ぐことも容易となることが期

待されている。新設部局への初任配置の人数

が僅か30人ということで、政府の姿勢がポー

ズに過ぎないという疑問を投げかける向きも

あるようだが、とにかく新しい登録制度が発

足したわけである。法が施行された2006年10

月1日付のBBC－ol1－line記事に拠れば、

1000から4000とも言われる農林水産業関連の

移民斡旋業者のうち、およそ900業者が登録

申請を行ったという。

　どれだけ最低賃金の水準を上げ、長時間労

働の規制を行っても、こうした規制の対象と

なる労働者が増大すれば規制の影響力は薄

まってしまう。移民斡旋業者登録制度は、通

常の労働基準から対象外とされやすい移民労

働者を保護し、かつ国内の労働者と同程度の

労働条件を実現させることで、国内労働者全

般の労働条件を守る働きを示すことが期待さ

れているだろう。労働市場の底辺に位置づけ

られる人を守ることは、それより上に位置す

る人々を同時に守ることになるからである。

4．東欧労働者の流入とその影響

　2004年5月にEUに新規10力国が加盟した

ことにより、イギリスの場合、当面の低熟練

労働者不足は解消された。2006年8月時点で、

イギリスが受け入れる東欧8力国からの移住

者数はおよそ60万人とされている。受け入れ

以前は12－13万人が来英すると予想されてい

たから、予想を大幅に上回る。東欧から2年

間におよそ60万人（そのうちには帰国した人

も含まれる）が労働者として流入したことで、

産業界は十分な労働力が確保できたと安堵し

一 34一



ている。彼らの大半は、非正規雇用の低賃金

労働者であり、不景気になれば帰国すること

が予想されるからで、不法就労者ではなく合

法就労者でありながら、柔軟な労働力として

雇用することが可能となっている。もっとも、

この60万人という数値が予想外であったため

に、2007年1月1日にEU新規加盟国となる

ブルガリアとルーマニアについては、農業と

食品加工で一部制限つき受け入れを認めるだ

けで、原則として受け入れ制限（具体的には、

入国に際しては雇用先が決定していることが

条件となる）が付される予定である。

　労働市場の観点から見ると、非正規雇用で

雇用保護の枠外である低賃金労働者が拡大す

るということは、一つには生活水準の上から

も、また一つには彼ら移民労働者を中心とす

る低賃金労働者が内国人と同等ではなく、福

祉国家の給付対象者では無いという点からも、

イギリス社会の中で社会的アウトサイダーが

増大したということを意味していよう。たと

えば、東欧労働者について、失業給付は就業

後1年を経過してから給付すると言う制限措

置があり（内国人は就労経験がなくても失業

保険受給資格がある）、また安価な公営住宅

に入居する権利を持たない。

　さらにまたイギリス国民、あるいはイギリ

スの大衆は現在もなお自国が世界で最たる福

祉国家であるという福祉国家優越思想を信じ

ている。そのため、他国者である移民がこの

福祉国家にぶら下がる存在、自分たちに重荷

に転ずるのではないかという潜在的な恐怖感

を常に抱いている。たとえば政府自身、増加

した東欧移民に対して内国人と同様の福祉レ

ベルを保障すれば、国民は彼らを「福祉ぶら

下がり者（ベネフィット・シーカー）」とみ

なして反感を増大させるのではないかとの懸

念を発表している。あるいは、自らの経済政

策の失敗でインフレを招いたことを安価な移

民労働力の導入によって糊塗しようとしてい

るという政府への批判、EUに追随するよう

な移民受け入れは伝統的ブリテンの文化を崩

壊させるという意見、などは国民の反移民感

情をひどくない形で示した類のものである。

　移民受け入れ人数という客観的数値から見

て低賃金労働者という新しい周辺階層が拡大

している。他方、福祉国家の経済的保護は従

来の国家メンバーにしか適用されず、移民は

その枠外に置かれる。デビット・ルイダ

（David・Rueda）という政治学者によれば、

「移民という社会的アウトサイダーは経済的

にもアウトサイダーであるだけなく、福祉国

家の枠外に置かれているために通常の政治的

同化と統合のルートらはずれてしまう。左翼

政党は伝統的に移民と競合しやすい低賃金労

働者の票に依存してきたし、右翼政党は反移

民のポピュリストに迎合しやすい。結局、移

民を中心とする非正規雇用の低賃金労働者を

政治的に包摂するルートがないために、彼ら

が増大すれば、民主主義の危機をもたらす可

能性が高い」という。

　以上のように、移民制度を刷新し、各種規

制を新設していくという近年のイギリスの措

置は、いわば今後ともイギリスが移民を受け

入れていくという決意表明とその準備措置と

して考えれば納得がいくだろう。今後とも移

民受け入れを継続して行くほかに取るべき選

択の余地がないとするならば、大過ない受け

入れを可能とするために、各種様々な努力の

表れとしてこうした規制が導入されるのであ

ろう。
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［翻紅璽：トー一一一一一一一一

やる気がでるとき・

でないときのマネジメント

神戸大学大学院経営学研究科

　教授高　橋　　　潔

リーダーシップとモチベーション

　ミクロの観点からマネジメントを考えると

き、重要なテーマが2つある。1つはリー

ダーシップであり、もう1つがモチベーショ

ンだ。一見すれば、リーダーシップが管理者

の立場、モチベーションが従業員の立場に

立ったマネジメントと思われるかもしれない。

が、リーダーシップとモチベーションは相互

に結びつく表裏の関係にある。リーダーシッ

プの一環として、やる気がなぜ生まれてくる

のかを理解しないで、部下のやる気を引き出

すことはむずかしい。また、管理職層に限ら

ず、組織のどのレベルでも、活力があり、周

りを巻き込み元気づけることができる人が

リーダーシップを発揮する。現場の管理監督

職であれば、学者ではないから、リーダー

シップとモチベーションを厳密に分けたりし

ないだろう。だから、自然とこの2つにマネ

ジメントの焦点が向けられるといってよい。

　ただし、リーダーシップとモチベーション

を比較すれば、リーダーシップのほうが圧倒

的に情報を得やすい。リーダーシップについ

ては、国内外で出版された専門書、コンサル

タントやスポーツ選手の手による著作などが

数多く見うけられるが、逆にモチベーション

については、書店でビジネス書を眺めてみて

も、決定打といえるような書籍にあたらない。

だから一層悩みが深くなる。仕方なく、図書

館に出向いてマネジメントに関するテキスト

を手に取れば、自己実現や達成動機などのモ

チベーション理論の古典に触れることができ

るが、1940年代から70年代にかけて探求され

てきた理論や研究成果が、21世紀のわれわれ

の働き方にあうのかどうかに疑問も残る。だ

から、新たな視点でモチベーションを考えて

いくことが大切だ。

モチベーションのアップダウン

　われわれは、日々の活動の中で、気力が充

実してやる気が高いときがある一方で、気分

が乗らずまったくやる気がでないときもある

ことを知っている。モチベーションにはアッ

プダウンがあることを、身をもって感じてい

る。しかしこれまで、モチベーションの学説

では、アップのほうにだけ注意を向け、常に
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やる気を高めておくことが指向されてきた。

たとえが変だが、明石家さんまやユースケ・

サンタマリアのように、いつも元気でハイテ

ンションであることが求められてきた。

　反面、モチベーションのダウン（ディモチ

ベーション）は、うつやストレス、精神的不

健康の一部に区分けされてきた。やる気のな

さは自分の弱さの証しのようで、目を向ける

ことがはばかられてきた。しかし、モチベー

ションにはアップとダウンがあるものだ。こ

れを、1人の個人の両面ととらえれば、時と

して移り変わる流れのようなものとして考え

直せば、強さと弱さを兼ね備えたわれわれの

やる気の内実を、よりよく理解できるのでは

ないか。それが本稿での1つの主張である。

　職場において、やる気がでるときとでない

ときをストレートに検討した研究は見当たら

ないので、スポーツ場面でのモチベーション

のアップダウンを見てみることにする。東京

学芸大学杉原隆教授らが中学全国大会で入賞

した選手に対して行った調査によれば、やる

気になった理由として、男子では「①ライバ

ルとの競争」「②記録・プレーの向上」「③ス

ポーツ自体の楽しさ」「④限界への挑戦」「⑤

ライバルとの切磋琢磨」があげられ、女子で

は「①ライバルとの競争」「②ライバルとの

切磋琢磨」「③チームメートとの一体感」「④

限界への挑戦」「⑤友だちの励まし」が、順

にあげられた。一方、やる気をなくした理由

としては、男子では「①練習の苦しさ」「②

記録・プレーの主観的不満」「③記録・プ

レーの客観的低下」「④けが・体調不良」「⑤

試合の不安・恐怖心」があげられ、女子では

「①記録・プレーの客観的低下」「②練習の

苦しさ」「③記録・プレーの主観的不満」「④

指導者との関係」「⑤試合の不安・恐怖心」

が、順にあげられている。

　この結果から、モチベーションの向上と低

下についての示唆を得るとすれば、男性に

とっては、活動自体の楽しさや限界への挑戦

といった内発的動機とライバルとの関係がや

る気の源泉であり、女性では、ライバルや

チームメート、友だちといった他者との関係

がやる気に寄与している。一方、苦労、不安、

思わしくない成果などがやる気を失わせる原

因となっており、男女で大きな違いはない。

要するに、モチベーションの上昇と下降には

はっきりとした違いが認められるし、男女で

やる気の源に差があることもわかる。もしこ

の結果が職場にもあてはまるとすれば、管理

監督者が職場のモチベーションを上手にマネ

ジメントしていくためには、従業員の感じる

不安や苦労の原因を察知し、精神的に安定で

きる仕事割当てを考えるとともに、男性には

競争と内発的動機を刺激することによって、

女性には対人関係に腐心することによって、

モチベーションを向上させていくことが必要

になるのではないだろうか。

3次元モチベーション理論

　モチベーションは目に見えないものなので、

実際に取り出して見せることができない。だ

から、自分なりに納得し、しっくりくる考え

方を身につけなければ、この抽象的概念につ

いて深い理解を得ることができない。普段は

なんとなくわかった気になっているモチベー

ションだが、深く考えようとすればするほど、

わからないことが増えてくる。

　では、そもそもモチベーションとは何か。

別の問いかけをしてみよう。自分はどれほど
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の情熱家といえるか。気持ちはどこを向いて

いるのか、何にやる気を感じているか。どれ

ほど根気よく努力を続けられるか。これらの

質問は、さまざまな面でわれわれのモチベー

ションを取り上げるものである。かつては、

「動機づけ」という用語が使われていたが、

今では、スポーツの解説などで、いわゆる

「やる気」や「情熱」「努力」「根気」「闘争

心」などを言い表すために、モチベーション

の言葉が頻繁に交わされている。すでに日常

用語の一部になっている。

　ブリティッシュ・コロンビア大学のクレイ

グ・ピンダー博士によれば、モチベーション

とは、「個人の内部もしくは外部から派生し、

特定の行動の強度、方向、持続性を規定する

活動力」と定義することができる。この定義

にも明らかなように、現代におけるモチベー

ションの概念は、①エネルギー強度、②方向

性、③持続性の3次元からとらえるのがよい。

しかし、これまでわが国で出されてきたテキ

ストを見ると、モチベーションは、その内容

とプロセスの2相で整理されており、3次元

でとらえられることはなかった。だから、あ

らためて3次元の考え方を提唱してみたい。

それが本稿のもう1つの主張である。

　第1のモチベーションの強度とは、われわ

れをある行動へと突き動かしていく内なる力

がどれほど強いかを示す。一言でいえば、動

機の強さである。スポーツでは、「ハング

リー精神」や「（勝ちたいという）気持ち」、

「メンタルの強さ」が大切だとよくいわれる

が、それに近い。

　われわれは喜びや楽しみ、希望、友愛と

いった肯定的感情を与えてくれることには接

近しようとするが、反対に、悲しみや恐れ、

不安、怒り、ストレスといった否定的感情を

引き起こすことを回避しようとする。仕事で

いえば、何かを成し遂げたときの喜びや、周

りに認められるうれしさ、将来への希望など

には前のめりになるが、仕事上で辛いことや

嫌なことがあれば、ミスや失敗が重なれば、

気持ちが後ろ向きになり、気後れがする。接

近と回避というふうに言い表せば別々のこと

のように聞こえるが、この2つの心の動きは

表裏一体であり、われわれの気持ちや行動が、

前進と後進のどちらにどの程度向いているか

を示している。そして、前向きか後ろ向きか

は、喜びと悲しみ、楽しみと憂いといったわ

れわれの感情に結びついているから、自分の

気持ちを素直に見つめていけば、それを理解

することができる。

　俗に「やらないで後悔するより、やって後

悔するほうがよい」という言い方がある。こ

の言い回しの裏には、ことに挑む積極的発想

だけを表す一面性があるようだが、実は、

「好きだけど嫌い」「やりたいけどやりたく

ない」というように、接近と回避の両面が併

存するのが人間の心理の複雑さである。その

間にあるジレンマをうまく言い表すとすれば、

「やらないで（リスクを冒さないで）ほっと

するのと、やって（チャレンジして）ときめ

くのと、どっちがいい？」という微妙な比較

になるものだ。

　第2のモチベーションの方向性とは、どの

方向にわれわれの力を集中させていくかを示

すものである。スポーツでいえば「集中力」

にあたる。方向性が定まらなければ、いかに

活力に満ちていたとしても、力が拡散してし

まう。だから、たくさんの可能性のなかから

1つ、もしくは少数に集中していくことが、
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モチベーション向上のためには必要となる。

　モチベーションの方向性には、ものの考え

方（認知の働き）が大きく影響している。す

なわち、頭で考えたことや思い描いたイメー

ジが、自分の行動を方向づける中心的役割を

担っているのである。スポーツにおいて、イ

メージングやメンタル・リハーサル（自分が

活躍しているシーンをイメージとして何度も

繰り返し思い浮かべること）の重要性が指摘

されているが、その働きに近い。マーケティ

ング的にいえば、コンセプトの設定が行動に

方向性を与えるということだ。また、日々の

マネジメントの中では、意識的に設定した目

標がわれわれを動機づけることも知られてい

る。目標管理制度（MBO）が多用されるの

も根拠がある。

　方向性を問題にするとすれば、行動の舵取

りにあたって、見取り図や地図・海図のよう

なものがいり、それを見ながら知的に判断す

ることが必要となる。その要素として、イ

メージやコンセプト、目標などがもたらす知

的作用をあげることができるのだ。

　そして、第3のモチベーションの持続性と

は、行動の源となる力をどれほど持続しても

ち続けられるのかを示すものである。スポー

ツでいえば「根気」や「持久力」のようなも

のだろう。持続性は、モチベーションの3次

元のなかで、実はもっとも大切な要素である。

というのは、地道にコツコツと努力すること

のほうが、短期集中型の働き方よりも、意義

のある成果に結びつきやすいからだ。

　モチベーションの持続には、報酬が大きな

役割を果たしていると考えられる。伝統的学

習理論では、喜びや満足をもたらす行動をわ

れわれは繰り返そうとし、それはやがて習慣

化する。だから行動が持続する。そして、報

酬を考えていくときには、金銭による経済的

報酬、名誉や賞賛、謝意など、人と人との接

触から生じる社会的報酬、成長や自己充足に

かかわる内発的報酬を分けて考えることがで

きる。経済的報酬が内発的動機を害するとす

る指摘もあるが、そうともいい切れない。報

酬はどれも同じく重要だ。

船舶のたとえ

　最後に、長い航海を託す船舶にたとえて、

モチベーションの3次元まとめてみよう。第

1に、船の推進力（エネルギー強度）を決め

ていくのは内燃機関（エンジン）であるが、

これを十分にコントロールできる能力がまず

必要である。エンジンにはさまざまな方式

（蒸気機関やディーゼル機関、原子力など）

があり、出力（馬力）が異なるが、いずれで

あっても前後に推進する。要はエンジンを発

動させ、うまく制御し、前進と後進のどちら

にどの程度の動力を伝達するかを、意識的に

コントロールすることが大切なのだ。われわ

れはいつも前向きではない。進むにしても退

くにしても、それがきちんと自己コントロー

ルできること、これがモチベーション・マネ

ジメントの基本だろう。

　第2に、船の方向性を決める舵取りについ

ては、たくさんの可能な航路のなかから1つ

を選んでいく、選択と集中にかかわる認知的

メカニズムである。そのためには、操作する

舵の向きだけでなく、航路全体を見渡すため

の海図と、現在位置をとらえるGPS（全地

球測位システム）の役割を合わせて考えるこ

とが大切である。操舵は、状況認識と意思決

定という知的プロセスなのだ。ただし、仕事
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における活動では、大航海時代のように、大

まかな海図と羅針盤による不正確な測位に

頼ったあいまいな意思決定を迫られることも

多い。だから、行く先もわからず途方にくれ、

潮に流され大海原で漂流するようなことがな

いよう、ことあるごとに集中して方向を決め

ていくことが必要なのである。

　第3に、長い航海を成し遂げる持続性につ

いては、航海の途中でときどきに寄港し食料

と燃料を補給するように、中間地点でたびた

び喜びを感じ、緊張をほぐし、気力をもちな

おす経験が大切である。気張ってみても、普

段以上の力が発揮できることはそう多くはな

いし、高い成果は日々の積み上げで達成され

ることが多いので、長い目で地道にやってい

くのがよい。地道な活動は、精神的高揚の少

ない、しかし苦痛や辛抱も少ない地味で平坦

な経験の連続である。それを継続するために

は、日々の活動から得られる小さな報酬や充

実感を感じることが大切である。「継続は

力」なのである。

　モチベーションは多くの要素が相互に作用

する複雑なプロセスであるから、単純には割

り切れない。ただし、そこに3つの次元があ

ることを理解すれば、自己の情熱や努力、根

気などをよりセルフ・マネジメントできるよ

うになるだろう。すなわち、①気持ちの強さ

と向きを自分自身で意識的にコントロールで

き、②静かな環境の下で集中力を高め、③

日々の喜びを感じて努力を継続することがで

きれば、われわれ1人ひとりは、モチベー

ションを鍛えていくことができる。また、管

理監督者の立場であれば、①競争によって負

けず嫌いの気持ちを刺激したり、エンパワメ

ント（任せること）によって部下に自信をつ

けさせて、前向きの気持ちを強めていき、②

ビジョンやコンセプトを提示したり、目標を

明確化することなどを通じて、部下1人ひと

りの意識を1つところに集中させ、さらに、

③褒めたり、認めたり、昇進・昇給を働きか

けたり、内発的・外発的報酬をうまく与える

ことによって職場の活力を維持していくのが、

モチベーションの観点からみたマネジメント

のあり方だろう。

　　　　　　　　〔筆者は中部産政研研究員〕
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上限金利問題
。
、

業
麟

灘

大阪大学社会経済研究所

教授　大　竹　文　雄

消費者金融の金利問題

　政府は10月31日、消費者金融など貸金業者

に対する規制を強化する貸金業規制法や出資

法など一連の関連法改正案を閣議決定した。

刑事罰を伴う出資法の上限金利（年29．2％）

と利息制限法の上限（同15－20％）の間には、

グレーゾーン（灰色）金利とよばれる部分が

ある。200万人と言われる多重債務者問題は、

消費者金融がこの高率の灰色金利で貸し出し

たことが原因だとされてきた。今回の改正案

は、出資法の上限金利を公布から2009年に利

息制限法（同20％）の水準に引き下げ、金利

の上限を一本化するのが柱となっている。

　改正案はこのほか、貸金業者が「消費者信

用団体生命保険」に加入して生命保険料を払

い、借り手が自殺した場合に保険金を受け取

ることを禁じる規定を盛り込んだ。さらに、

違法な超高利融資を行った業者には最高1億

円の罰金を科すなど、闇金融の排除を徹底す

るための項目を明記した。

　こうした改正案のうち、上限金利の引き下

げについて考えてみよう。実は、多重債務者

問題を解決するのに、上限金利規制が有効か

否かという問題は、極めて経済学的な問題で

ある。しかし、この問題について、経済学の

観点から議論が十分に整理されているとはい

えないのではないだろうか。マスコミ報道を

見ても、悲惨な多重債務者や悪徳金融業者に

焦点をあてた感情論の議論が中心になってい

る。上限金利の引き下げに反対する国会議員

は、「業者寄り」である、というレッテルを

貼られ批判された。最終的には、上限金利引

き下げ案に決定したが、その議論の経緯で、

きちんと経済学的な論証がなされたとはとて

も言えない状況にある。

　確かに、各種の報道や須田慎一郎氏の「下

流喰い一消費者金融』（ちくま新書）を読む

限り、悪質な消費者金融業者が存在するのは

事実のようだ。激しい取立てによって自殺者

が出ているのも事実だろう。それでも、悲惨

な多重債務者を救うための方法として上限金

利を引き下げることが一番いいのかどうかは、

きちんと検討する必要がある。
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労働市場における価格規制

　価格規制という強力な市場介入策を行う場

合には、それなりの経済合理性が必要である。

市場の失敗がない限り、価格メカニズムに任

せておくことが効率性を達成することにつな

がるからだ。

　労働分野には、最低賃金法という価格規制

がある。最低賃金法は、たとえ雇われる方が、

最低賃金以下の賃金で働くことを了承したと

しても、違法行為になるという意味で、強力

な価格規制である。この意味では、罰則つき

の上限金利規制も同じである。自由な契約の

権利を侵害してまで最低賃金法による規制を

行うべきか否かについては、経済学的な議論

がなされてきた。

（競争的な労働市場）

　労働者も企業も十分に競争的な市場であれ

ば、最低賃金制度の存在によって、最低賃金

以下の生産性しかない人たちの雇用が失われ

てしまう。つまり、もっとも生産性が低い弱

者が、最低賃金規制のために失業してしまう

のである。この場合、最低賃金制度は労働市

場に悪影響しか与えない。これが多数派の経

済学者の考え方である。

（買い手独占）

　経済学者の中にも最低賃金法に賛成する人

もいる。その際の最大の論拠は、労働市場が

買い手独占になっているという想定である。

なぜ、雇い主側が独占状態だと最低賃金制度

が正当化できるのだろう。それは、雇い主が

独占状態であれば、労働者を多く雇おうとす

ると一人あたりの賃金を引き上げていく必要

が出てくることを織り込んで、少な目の労働

者しか雇わないことが原因だ。もし、雇い主

が無数にいるような状況なら、労働者の生産

性よりも賃金が低い限り労働者を雇った方が

得なので、必ず生産性と賃金は等しくなって

くる。しかし、ある地域に雇い主が一人しか

いないような状況を考えると、企業は労働者

を労働市場が競争的な場合よりも少な目に雇

用することで、生産性よりも安い賃金で労働

者を雇用することができるので、その方が利

潤が大きくなるのである。

　地域に職場が一つしかない、という想定は

現実的でないかもしれない。しかし、主婦の

パートや学生のアルバイトのように、通勤に

時間をかけることができない労働者の場合に

は、働き場所の選択肢が一つしかないという

ことも十分にある。このような場合には、買

い手独占の状況になっていると言える。労働

者を採用する側が、多くの労働者を採用する

と賃金単価が上がっていくことを想定して、

労働者の採用数を決めている場合は、買い手

独占状態に近いのである。

　このような買い手独占の場合に最低賃金を

引き上げると、雇用者数を増やすことが企業

の利潤を増やすことになる。というのは、最

低賃金という規制があると、雇用者数によっ

て賃金が変わるということを雇い主が考慮し

ても仕方がないからである。

上限金利規制

　労働市場における賃金規制の議論は、その

まま金利規制の議論に応用できる。ただ、賃

金の問題では、あまり議論をする必要がな

かった人間の合理性についての仮定が、金利

の場合には決定的に重要になってくる。
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（合理的な消費者の想定）

　まず、借り手が「後悔しない」という意味

で合理的な意志決定を行っている場合を想定

しよう。この時、借り手に関する情報が完全

で、消費者金融市場が競争的だとすれば、金

利の上限規制は、お節介なだけでなく、リス

クが高い借り手がお金を借りられなくなると

いう意味で非効率性が発生する。これは、最

も返済リスクが高いという意味の弱者が、消

費者金融市場から排除されることを意味する。

　では、貸し手が独占的だったらどうなるだ

ろうか。貸し手は、他に貸し手がいない状況

を利用して金利を高くして利潤を高めること

ができる。この場合、上限金利規制は貸出額

を増やし効率性も高めることになる。消費者

金融業者が数多くある場合であっても独占状

況に近い場合はある。それは、借り手が瞬時

に貸し手を見つけることができない場合であ

る。この場合には、借り手が他の貸し手をす

ぐに探せないことを貸し手が知っている限り、

独占状態が発生しているのと同じである。そ

の場合は、より多く貸そうとすると借り手は

低い金利でないと借りてくれなくなることを

考えて、貸し手は貸出額を決めるのだ。ただ

し、この場合は過剰貸し出しが発生している

のではなく、過少貸し出しが発生しているの

である。貸し手独占を上限金利規制の根拠と

するならば、上限金利の引き下げは消費者金

融の貸出額の増加をもたらすことになる。そ

れが、経済厚生を引き上げている証拠なので

ある。ちょうど、最低賃金の引き上げによっ

て雇用量が増えるという買い手独占の議論と

同じである。したがって、仮に過剰貸し出し

が問題だというのであれば、この議論以外の

論拠が必要になる。

　次に、借り手に関する情報が不完全な場合

を想定しよう。金利を高くすると危険な借り

手しか借りてくれないという逆選択という状

況が発生する。すると、貸手はあえて低い金

利にして希望者全員には貸さないという信用

割り当てを行う。ただしこの時は、担保なし

で借りたい者には高い金利で、担保付きで借

りたいものには低い金利で貸し出すことにす

れば、危険な借り手と安全な借り手を識別で

きて逆選択を解消できる。なぜなら、まじめ

に返すつもりの借り手は担保を差し出しても

平気であり、返済するつもりがあまりない借

り手は担保を取られるのを嫌がるからだ。つ

まり、この議論からは上限金利を正当化する

ことはできない。

　この他、借り手の返済能力以上に貸し付け

るという過剰貸し出しという問題も発生する

可能性がある。これは、いわば借り手の返済

能力に対するバブルが発生しているとも言え

る。このようなバブルが発生するのは、借り

手の情報が不完全な場合が多い。いつ倒産す

るか分からない危険な借り手を、貸し手が

「ババ抜き」のようにたらい回しにして過剰

貸出するのがバブルの典型である。最初から

借り手に信用力がないことを知っていて貸し

出しておいて、借り手から略奪的な取立てを

行うという悪質な金融業者の存在は、このバ

ブルの議論のひとつである。これは、信用情

報が不完全であるから可能な戦略である。情

報の不完全性から発生する問題は、借り手側

の情報を整備することで対応すればいい。ま

た、非合法な取立てを禁止することが対応策

になる。
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（「後悔する」タイプの消費者の場合）

　今度は、借り手が「後悔する」タイプの人

間だと考えてみよう。つまり、人が将来の大

きな利益よりも目先の小さな利益を選んでし

まうという特性（双曲割引）をもっていると

考えるのだ。

　実は、後悔するか否かは、「せっかちさ」

の程度を表す時間割引率の構造に依存する。

時間割引率とは、将来のことを現在に比べて

どの程度重視するかという程度である。時間

割引率がちょうど固定金利の複利のように

なっている（指数関数）タイプの人は、後悔

することはない。このような時問割引率を

もっている人であれば、今から1年先のこと

を計画したとき、実際に11ヶ月が過ぎてもう

一度1ヶ月先（もとの時点から1年後）のこ

とを考え直しても、時間が経過した以外の環

境の変化がなければもともとの計画を変更し

たいという気持ちにはならないはずだ。

　一方、後悔する人の場合は、遠い将来の時

間当たり割引率が、近い将来の時間当たりの

割引率より低下するような特性をもつといえ

る。このような特性をもつ時間割引率は、

「双曲割引」と呼ばれている。宿題をついつ

い後回しにしたり、ダイエットに失敗したり

するのも同じ原因である。

　双曲割引をもった人は、つい借りすぎて後

で後悔してしまう。双曲割引をもった人が多

重債務の原因であれば、上限金利規制は多重

債務者を減らすだろう。しかし、双曲割引の

人が借り過ぎて後悔することは変わらない。

しかも、双曲割引をもたない人で、リスクの

高い人の借り入れの機会を失くしているとい

う問題は残るのである。

（習慣形成・中毒の問題）

　多重債務に陥る原因は何だろう。後悔しな

いタイプの人であっても、後悔するタイプの

人であっても、返済可能な範囲で借りている

限り、多重債務者になることはない。後で後

悔すると言っても、借金が返済できないこと

を知っていて借りる人はいないはずである。

返済できなくなるのは、予想外の永久的な所

得低下のショックが発生した場合だ。借り入

れた時には、返済できるはずだったのに病気

になったとか、失業してしまったということ

が発生した場合だ。それでも、多くの人は生

活水準を下げて借金の返済に充てるだろう。

　ところが、生活水準を下げることができな

い場合もある。すでに、生存のための最低生

活水準の場合にある場合だ。また、パチンコ

などのギャンブル中毒、アルコール中毒と

いった中毒にかかっている場合も、急にパチ

ンコをやめたりアルコールをやめたりできな

いために、借金の返済ができなくなることが

多い。こうした人に対する対策は、上限金利

規制ではなく、信用力に関する調査能力を高

めること、カウンセリング機能を充実させる

ことになる。最低生活水準にいる人について

は、生活保護の制度を整備することが対策に

なる。

　結局、上限金利規制に頼るよりも情報を整

備すること、貸し出し条件に関する情報提供

や取り立て行為などの不正行為に対する罰則

をきちんとすること、人間の本能的ともいえ

る双曲割引を矯正するメカニズムを導入して

いくこと、中毒症状に対するカウンセリング

を充実すること、生活保護制度を見直すこと

が必要ではないか。
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労働統計にみる男性の働き方・女性の働き方③

名古屋大学大学院経済学研究科　教　授　荒山　裕行

　　　　群馬工業高等専門学校　助教授　杉浦　立明

「労働時間 1」

1．年間労働時間の推移

　　　一1990年代に時短が進む一

　今回は、男女別の労働時間を産業別にとら

える。厚生労働省「毎月勤労統計調査」から、

所定内労働時間（正規の始業時刻と終業時刻

との問の労働時間）と所定外労働時間（早出、

残業、休日出勤等の労働時間）、2つを合計

した総実労働時間（総労働時間）、および出

勤日数、という労働時間の実態を見てみよう。

　全産業についてみると、1980年代後半以降、

男女ともに総じて労働時間は短くなっている。

図表1　年間労働時間の推移（全産業）注1

（日 時間）

男 女計 男 性 女性

出勤 総 所定内 所定外 出勤 総 所定内 所定外 出勤 総 所定内 所定外

（年）
日数 労働時間 労働時間 労働時間 日数 労働時間 労働時間 労働時間 日数 労働時間 労働時間 労働時間

1975 261 2064 1937 127 262 2110 1954 156 258 1957 1899 58

1980 263 2108 1946 162 264 2174 1970 205 261 1968 1897 72

1985 262 2109 1932 177 263 2189 1963 226 260 1949 1869 80

1990 252 2052 1866 186 254 2154 1914 239 248 1863 1777 87

1995 240 1909 1773 137 242 2012 1835 177 235 1725 1661 65

2000 237 1859 1719 140 240 1987 1805 182 231 1652 1580 72

2005 233 1829 1680 149 236 1975 1778 197 226 1608 1530 78

（時間）
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［コ男性総労働時間

＋男性出勤日数

1100

　　1975　　　　1980　　　　1985　　　　1990

資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

■女性総労働時間
くO一女性出勤日数

（目）
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　　　　　　　　　　160
1995　　2000　2005年
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1985年と2005年を比較すると、総労働時間は

男性で214時間、女性で341時間、出勤日数は

男性で27日、女性で34日短くなった。1980年

代後半以降の労働時間短縮の背景には、日本

人は働きすぎであるという批判を欧米諸国か

ら受けたことにある。批判を受けて、政府は

「週48労働時間」から「週40労働時間」、週

休2日制の普及をめざした。一挙に「週40時

間」へ短縮することは難しいため、1988年か

ら段階的な労働時間短縮を実施した。10年を

かけて1997年4月1日から「週40労働時間」

となった。ただし、中小・零細企業にはさら

に2年間の猶予期間が与えられた。

　男性と女性の2005年の年間労働時間を比較

すると、男性は女性より367時間長い。所定

内労働時間では、男性は女性より248時間長

く、所定外労働時間では、男性は女性より119

時間長い。所定内労働時間でも、所定外労働

時間でも、男性は女性より長い。

2．出勤日数の推移

主要産業の年間出勤日数は、週休2日制の

図表2　産業別にみた年間出勤日数の推移注2

　　建設業製造業
　　　　　　　信業（年）
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　　資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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普及と定着を受けて、1988年以降大きく減少

した。企業の実態に応じた取り組みであった

が、1985～2004年の20年間に、製造業では男

性16日、女性21日、卸小売業では男性33日、

女性38日、金融・保険業では男性30日、女性

33日、サービス業では男性33日、女性39日、

年間の出勤日数は短くなった。いずれの産業

でも、年間出勤日数は男女ともに短くなって

いる。また、男性より女性の方が出勤日数の

減少のペースは速い。

3．年間総労働時間の推移

　1980年代中盤の労働時間のピークの時期に

比べると、主要産業の労働時間は男女ともに

短くなった。総労働時間を1985年と2004年で

比較すると、製造業では男性150時間、女性175

時間、卸小売業では男性276時間、女性473時

間、金融・保険業では男性108時間、女性145

時間、サービス業では男性211時間、女性311

時間、短くなり、諸外国から非難された長時

図表3　産業別にみた年間総労働時間の推移注3

　　　　　運輸通卸小売　金融・　サービ
建設業製造業　　　　　信業　　　業　　　保険業　　ス業
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資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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間労働は解消された。

　1990年代中盤からの労働時間の動向は、製

造業と卸小売業やサービス業では異なってい

る。総労働時間を1995年と2004年で比較する

と、製造業では男性39時間、女性18時間増加

したが、卸小売業では男性82時間、女性165

時間、サービス業では男性33時間、女性86時

間減少した。最近10年間の製造業の労働時間

は男性女性ともに横ばいあるいは若干増加し

ているが、卸小売業の労働時間は男性女性と

もに急減している。

4．年間所定内労働時間の推移

　年間所定内労働時間は、年間総労働時間と

よく似た動きを示している。所定内労働時間

を1985年と2004年で比較すると、製造業では

男性113時間、女性209時間、卸小売業では男

性255時間、女性458時間、金融・保険業では

男性96時間、女性155時間、サービス業では

男性200時間、女性296時間、短くなった。所

定内労内労働時間の短縮が、総労働時間を大

きく短縮した。

図表4　産業別にみた年間所定内労働時間の推移注4

（時間）

2300
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1500

1300

　　　　　　　運輸通卸小売　金融・サービ　　建設業製造業
　　　　　　　信業　　業　　保険業　ス業（年）

1975　　2089　　　1908　　　1980　　　1989　　　1820　　　1945

｝3§ll8Z8翻　器　1881｝誰　闘
　　2034　　　1908　　　1974　　　1931　　　1770　　　1859
1995　　　1926　　　1842　　　1887　　　1834　　　1770　　　1778

2000　　　1891　　　1833　　　1848　　　1784　　　1752　　　1744

2004　　　1883　　　1834　　　1836　　　1739　　　1746　　　1741
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　　資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

時日

建設難造業響卸夢織サ達
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1999　　　1913　　　1765　　　1819　　　1737　　　1878

1954　　　⊥830　　　1721　　　1685　　　1668　　　1793

1835　　　1735　　　1631　　　1527　　　1643　　　1668

1752　　　1698　　　1484　　　1427　　　1603　　　1602
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　1990年代中盤からの所定内労働時間の動向

は、製造業と卸小売業やサービス業では少し

異なっている。1995年と2004年を比較すると、

製造業では男性8時間、女性31時間、卸小売

業では男性95時間、女性166時間、サービス

業では男性36時間、女性86時間減少した。最

近10年間の所定内労働時間は、卸小売業や

サービス業では男性女性ともに大きく減少し

ている。

5．年間所定外労働時間の推移

　長時間労働の批判への対応の結果、1985年

の水準に比べて、総労働時間は短くなったも

のの、所定外労働時間は十分に短縮されたと

はいえない。所定外労働時間を1985年と2004

年で比較すると、卸小売業では男性21時間、

女性15時間、サービス業では男性11時間、女

性15時間、短くなった。一方、製造業では男

図表5　産業別にみた年間所定外労働働時間の推移注5

（時間）

男 性 女性

（年）
建設業製造業

運輸通
信業

卸小売
　業

金融・

保険業
サービ
ス業

建設業製造業
運輸通

信業

卸小売
　業

金融
保険業

サーヒ

ス業

1975 187 138 246 105 147 128 50 44 72 49 87 78

1980 204 251 239 135 160 132 52 74 59 59 95 76

1985 209 284 280 132 151 159 56 87 86 59 94 83

1990 210 304 312 147 139 168 81 97 101 66 89 87

1995 168 200 269 97 120 144 68 71 70 44 73 69

2000 187 222 271 91 130 144 83 98 99 39 86 72

2004 190 247 312 110 139 148 85 120 ［36 44 104 68
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性36時間減少、女性33時間増加、金融・保険

業では男性12時間減少、女性145時間増加し

た。

　所定外労働時間は景気の動きに左右される

ことが多い。とくに、男性製造業の所定外労

働時間の動きは、景気の動きに対応しており、

景気の良かった1985、1991、1997、2000年を

ピークとした動きである。一方、女性の所定

外労働時間は、男性に比べて短く、また景気

に対応した明らかな動きとはいえない。

6．就業時間別にみた動向

　　　　　　一増える短時間雇用一

　労働者一人当たりでみた労働時間の短縮は、

労働時間の短い者の人数が増えることによっ

てももたらされる。労働時間の短い者が多く

なれば、全体の労働時間の平均が短くなる。

1週間に働いた時間で労働者を集計した調査

として「労働力調査」がある。この調査の就

業時間とは、実際に仕事をした時間のことを

意味する。2つ以上の仕事をした場合には、

合計された仕事の時間となる。内職や副業を

常時持っている者はそれほど多くないから、

一週間の労働時間を表す数値としてよく利用

される。

　欧米諸国では、正規の労働時間で働く者を

フルタイム、正規の労働時間より短く働く者

をパートタイムと呼んでいる。しかし、日本

のパートタイムは、必ずしも労働時間の短い

者という意味ではなく、正社員の労働時間と

同じくらい働く者もいて、勤め先の呼称が

パートタイムという者もいる。日本では、

パートタイムという意味で、週35時間未満

（短時間）で働く者の数値を利用することが

多い。

　1週間の労働時間について、男性は1988年

51．4時間をピークとして、94年47．0時間まで

減少したが、その後毎年46～47時間である。

一方、女性は男性と異なり、労働時間は減少

し続けている。女性の労働時間は1976年43．1

時間から2005年35．2時間と、約30年の間に1

週間で7．9時間、労働時間が1日分短くなっ

た。1995年以降も女性の労働時間は減少して

いる。

　就業時間別にみると、男性と女性の状況が

大きく異なる。週49時間以上働く者と週35時

図表6　主な調査によるパートタイム労働者の定義

1）常用労働者のうち次の項目に該当する労働者のことをいう。

①1日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者。

②1日の所定労働時間が一般の労働者と同じで1週の所定労働日数が一般の
労働者より短い者。

厚生労働省
『毎月勤労統計調査』

『雇用動向調査』

『賃金構造基本統計調査』

2）一日の所定労働時間が正規の雇用者と比べて短いか、または一般に週当た総務省
り35時間未満の雇用者のことをいう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　『労働力調査』

縷欝纏鞍灘勧名一一驚藷撫）』

灘難難1繍黙トタイム徽1よ週3°日寺問以㌦＿＿
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間未満の者の状況が男性と女性とで異なる。

　第1に、週49時間以上働く者（長時間雇

用）の状況が、男性と女性で異なる。1983－－

88年の間では、男性長時間雇用の割合は多く、

1988年には50．2％と半数をこえていた。週休

2日制の普及によって、1998年34．2％の水準

まで長時間雇用は減少した。最近の1999～

2005年では、長時間雇用者の割合は35～38％

と3分の1をこえている。

　一方、女性長時間雇用の割合は、1989年

20．4％をピークに減少し、その後は11～12％

の水準に留まった。

　第2に、週35時間未満（短時間雇用）働く

男性の割合は1990～2005年の間に7．4％から

12．2％、4．8ポイント増えた。一方、女性の

割合は、1990～2005年の問に27．5％から

39．9％、12．4ポイント増えている。女性の短

時間雇用者は著しく増加している。

図表7　一週間の就業時間別にみた労働者の状況Eli

（万人時間）

（年）

1975
1980
1985

1990
1995
2000
2005

騨・贈漏8響響
2458　　　　154　　　　1399　　　　856　　　　48．1

2597　　　134　　　1286　　　1131　　　49．9

2745　　　　138　　　　1255　　　1311　　　50．9

2984　　　22i　　　1307　　　1414　　　50．2

3195　　　264　　　　1749　　　1143　　　47．4

3197　　　298　　　1650　　　1211　　　47．6

3413　　　384　　　　1520　　　1197　　　46．7

雇用者・齋・鰯8響欝
1159　　　198　　　　726　　　　210　　　42．7

1345　　　256　　　　802　　　　261　　　　42．4

1539　　　333　　　　879　　　　300　　　41，7

1823　　　　501　　　　964　　　　324　　　　39，8

2034　　　632　　　1106　　　261　　　37、7

2125　　　754　　　1068　　　263　　　36．4

2213　　　882　　　1013　　　271　　　35．2

　　　　　　　　　（男性）

　　　　　■■1平均週問就業時間
・脚2縄諜縢璽欝
　　　　　＋49時間以上雇用割合
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7．産業別にみた短時間雇用

　最後に、産業別に短時間雇用者の実態をみ

る。短時間雇用者数を1985年と2002年で比較

すると、製造業では男性39万人、女性37万人、

卸小売業では男性56万人、女性194万人、

サービス業では男性76万人、女性204万人増

えた。多くの女性が働いている卸小売業、

サービス業では、男性より女性の方が短時間

雇用者は多く、短時間雇用者の増加のスピー

（％）

60

50

図表8　産業別にみた短時間雇用者の状況注7

　　　　　　　　雇用者

、年）麟製造業響卸野饗サ霧
1975　　　323　　　766　　　272　　　　　　　　　　85　　　　342

1980　　　　　　　　　749　　　　　　　　　　474

1985　　　357　　　　800　　　　283　　　　504　　　　109

1990　　　390　　　　834　　　　302　　　　　　　　　　120

1995　　　　　　　　　851　　　315　　　　578　　　　121　　　641

2000　　　457　　　803　　　318　　　585　　　　120　　　695

2002　　　428　　　　765　　　　　　　　　　574　　　　　　　　　　729

　　　　　短時間雇用者

建諜製造業轡卸野蟹サ霧
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ドも速い。とくに、1990～2002年の間に、女

性の卸小売業では138万人、サービス業では

151万人と短時間雇用者数は急増している。

一
方、同期間の男性の卸小売業では39万人、

サービス業では29万人増えている。

　男性女性ともに、雇用者にしめる短時間雇

用者の割合は、いずれの産業でも増加傾向に

ある。2002年の短時間雇用者の割合は、卸小

売業では女性の過半数を、製造業とサービス

業では女性の3割をこえている。一方、男性

の短時間雇用者割合は、製造業で9％、卸小

売業で14％、サービス業で15％、と女性の割

合に比べて低い。近年の女性短時間雇用者の

急増は、女性の労働時間の平均値を引き下げ

ている。

注1

注2

ヨ
　
　
　
ら
　
な
り
　
　

注

注

注

注

注

全産業としているが、農林業は除いている。

なお、事業所規模30人以上の値である。

日本標準産業分類が変更（2003年）された

ことを受けて、現在では新しい産業分類で

調査されている。長期的な推移をみるため、

古い産業分類を利用した。なお、厚生労働

省の調査では2004年まで古い産業分類で調

査していたため、産業別の値を図表には

2004年まで表示している。（厚生労働省の

資料では以下同じ）。なお、事業所規模30

人以上の値である。

事業所規模30人以上の値である。

事業所規模30人以上の値である。

事業所規模30人以上の値である。

農林業は除いた数値である。

日本標準産業分類が変更（2003年）にとも

ない、総務省の調査では2002年まで古い産

業分類で調査していた。産業別の値を図表

には2002年まで表示している。農林業は除

いた数値である。
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「日本のものづくりは世界一」

唐津　一（東海大学名誉教授）著

PHP研究所　刊　1365円（税込）

　著者は日本にQC（品質管理）とTQC

（総合的品質管理）を導入・普及させた功労

者の一人であり、日本の製造業・技術革新の

重要性を一貫して主張してきた。また、もの

づくりの現場と技術を熟知し、「日本のもの

づくり」論をリードしてきた実務派の学者で

もある。1919年生まれであるから、87歳のご

高齢になっている。東京帝国大学工学部卒業

後、日本電電公社、松下通信工業を経て、東

海大学教授を務め現在は名誉教授である。

　この本は、日本のものづくりが世界一であ

ることを解説したものではなく、これまでの

日本経済や日本産業の危機や節目で、いかに

マスコミが事態をミスリードした報道を繰り

返してきたかを、明らかにしている。その論

理は分かりやすく、舌鋒も鋭い。これまでも、

目先の現象や相手の論理を鵜呑みにする一部

の評論家やマスコミを、本質を突くデータを

駆使して論破してきており、唐津先生の名前

に接したことのある読者も多いと思う。

　重厚長大産業の没落、サービス産業化、円

高不況、日米通商摩擦、トイレットペーパー

騒ぎ…。過去に日本経済や国民生活に大きな

も
の
つ
く

世
界
臨

　　昏舗鑑
　　は　　・獅

攣黙講羅寵慰蟹轡《鎌
鐡轡麹鈴露響㌘

聾も戦盗しない

唐
津

　　　　　　　撃

　　　　　　　　嬉
霞ホ笹ミスリードし縫け裾マス欝ミの遡餐を鱗し．

難寒が欝餐饒腰愚理翻彦購かず

影響を与える事件が起こったが、そのほとん

どはマスコミが事の本質を見極めない目先の

現象や相手の論法を鵜呑みにした結果であり、

その責任は大きいと説いている。最近の「平

成不況」「失われた10年」もデータを詳細に

見れば、ウソであり、中国脅威論や日本産業

空洞化も然りであると言う。これらのマスコ

ミ批判を展開する中に、いかに日本のものづ

くりが世界一であるかを示す事実をデータと

足でかせいだ情報で解き明かしている。最後

に、マスコミは、製造業に学んで現場に足を

運んで生産性向上の努力をして自ら変身し、

魅力を高める努力をするべきだとの指摘は、

唐津先生ならではのものである。

　全編に、日本の製造業とりわけ「ものづく

りの現場」に対する深い「愛情」ともいうべ

きものが脈々と波打っている。一気に読め、

読後には爽快感が漂う。是非一読を薦めたい。
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「会社は誰のために」

御手洗　富士夫（日本経団連会長、キャノン会長）

丹羽宇一郎（伊藤忠商事会長）対談
文芸春秋社　刊　1300円（税込）

　ともにアメリカンスタンダードに左右されず、

日本式経営で会社の改革を成し遂げた経営者同士

の対談集である。御手洗氏は今年5月に奥田碩会

長の後を受け、日本経団連会長に就任したキャノ

ン会長である。氏は23年間のアメリカ生活の後に

キャノン本社に戻り、経営改革に辣腕を振るった。

アメリカ式のトップダウンによる強いリーダー

シップのもと、日本的経営の伝統を融合させた。

経営資源を「選択と集中」させ、一方で終身雇用

を保証しつつも年功序列を排し、実力主義を導入

した。キャノンは大きく変革し超優良企業となっ

た。丹羽氏は1998年、経営危機に瀕した伊藤忠商

事の社長に就任し、数々の経営改革を実行してき

た。就任早々、4000億円にものぼる不良債権を一

掃し、翌年には会社史上最高の利益を計上した。

経営資源の投入にメリハリをつけ、従来の総合商

社とは異なるビジネスモデルを創り上げた。また

「清く正しく美しく」を唱え、清廉な生活ぶりも

有名である。

　本は「改革」「組織のありかた」「人づくり」

「トップのあるべき姿」「日本の将来」の5章か

ら成り、企業のあり方、経営の考え方などについ

て、平易な表現で考え方を示しており、説得力が

ある。会社は「誰のものか」ではなく「誰のため

に」という本のタイトルに両者の思いが見える。

「株主」の利益をふりかざしたマネーキャピタリ

ズムへの批判も込められている。また「サラリー

マンよ元気を出せ」の声も聞こえてくる。

「論争　格差社会」

文春新書編集部　編著

文藝春秋社　刊　788円（税込）

　この本は最初から最後まで、首尾一貫した主張

が展開されたものではなく、「格差」を巡る様々

な論点を手際よく解りやすく収録してある。貧富

の差は広がるのか、ニートは誰の責任か、格差社

会を生き抜くにはどうしたら良いのかなど、ここ

数年の間活発だった論争の全体図を理解するのに

手助けとなる構成になっている。それぞれの論議

のきっかけや主流となった論文や対談などのエッ

センスがまとめられている。「格差社会」に関す

る論争は論者の思惑やバイアスが絡みやすい。手

当たり次第に読めば読むほど、格差に対する考え

方が揺れ動く。しかも、他人事では済まされず、

自分にあてはめて将来の自分を考えようとする。

論議は政治・経済・社会といった面ばかりではな

く、教育や医学など幅広い分野に広がっている。

　こうした中で、「事実」としての格差拡大と

「イメージ」としてのそれを分類して理解し、自

分なりの答えを導き出すことが重要だろう。流し

読みをせず、時間をかけてじっくりと読んでほし

い内容の本である。
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第6回産政塾テーマ

『豊かな生活とは

～開放的な空間で、

　　ゆっくりとした時間の流れの中で、

　　　最高級の料理を創作してみよう！！～』

　
，｝

デンソー労働組合

木　村　匡　伸

1．はじめに

　今の日本における豊かな生活を食生活の観

点から見直してみるべく、開放的な雰囲気に

浸りながら、ゆったりとした時間の中で最高

級の料理を創作してみようというテーマで、

私たちEグループの企画は行われた。第17期

産政塾のトリを務める企画であり、メンバー

の意気込み高く取り組んだ結果、大成功に終

わったと感じている。この感動を伝えてみる。

2．企画の目的・背景

　私たちは企画案を検討する中で、現代の日

本は、スピード優先・効率重視の時代であり、

働く人たちが毎日、慌しい日々を送っており、

いささか疲れ気味な感があるのではと考えた。

もちろん、それによって自ら成長する面もあ

り、否定するわけではない。ただ、このよう

な中で、物質的な面では確かに豊かになりつ

つあるが、果たして、一人ひとりの心は満た

されているのだろうか？という問題意識を

持ったのである。そこで一旦、立ち止まって

みて、塾生自らがスローライフ・スローフー

ドを実践することで、心の豊かな生活とワー

ク・ライフ・バランスについて考える機会と

し、それを通じて心身のリフレッシュを図り、

新しいライフスタイルの創造について話し合

う企画にしたいと考えたのである。

　と、文章で書くと、大変、志の高い、素晴

らしい企画のように思えるかもしれないが、

実のところ、第17期産政塾の最終企画という

ことから、塾生全員がみんなで楽しめて、い

い思い出となるような企画にしたい、これが

本音であった。

3．企画の内容と感想

　具体的な企画内容としては、定光寺キャン

プ場というネオンと喧騒のない人里離れた山

奥で、グループ毎に創意と工夫をし、究極カ

レー十1品以上の料理を作って皆で試食しな

がら、“真の豊かさとは何か？”を論じ合う

というもの。という訳で、長い1日を追って

みたい。

10：00：01

　塾生たちは究極カレーと創作料理を作るた

めの食材を入手するため、思い思いの場所で
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グループ毎に集合してもらった。その頃、事

務局は現地にて下準備に大わらわ。特に、こ

の長い一日を過ごす上での飲み物の確認？毒

見？にはかなりの時間を費やしていた。

13：25：36

　塾生たちが徐々に集合。手にしている食材

を見ると、かなりすごい創作料理が出来そう

な予感が…。何だか、みんなの顔が心なしか

いつも以上に晴れやかに、そして笑顔が溢れ

ている。まずは、心身のリフレッシュという

意味で幸先のいいスタートが切れたと感じて

いた。

14：11：47

　オリエンテーション開始。改めてテーマを

確認して、当日のルールを説明。少しのんび

りムードが漂う中でみんなの目の色が変わっ

たのは創作料理の成績によって、翌朝の食事

当番が決まると聞いた時であった。

14：31：14

　創作料理の調理を開始する前に、今回の特

別講師小関さん（中部産政研職員）から飯ご

うでのご飯の炊き方のレクチャー。何と、小

関さんは今でもボーイスカウトの指導者とし

て全国各地を回られているとのこと。みんな、

一様に真剣に聞いていた。

15：44：52

　各グループとも火を薪から無事付けること

ができ、事務局としても一安心。だんだんと

各グループのかまどからいい匂いが漂って来

た。つまみ食いの光景もチラホラ。調理方法

もグループ毎に特色が出ていて、中華なべを

利用した煉製であったり、竹を利用してバー

ムクーヘンを作ったり。特にバームクーヘン

作りはグループの一体感なくては成しえない

ものだった。しかも、非常に地道な作業で

あった。

16：31：22

　グループ毎にそれぞれの究極カレーと創作

料理を発表＆PR。どれもこれも甲乙つけ難

いものばかりで、本当にグループ全員の総智

・総力が結集したものだった。その後、全員

で試食会＆投票し、結果としてAグループが

翌朝の食事当番となった。改めてご馳走様で

した。そしてお疲れ様でした。

19：08：09

　第17回参政塾の企画としては最後を飾るに

相応しく、全員でキャンプファイアを囲んで

の大合唱。みんなの目にはきらりと光るもの

… があったかどうかは暗くてよく判らなかっ

たが、本当に塾生全員の顔は達成感がいっぱ

いで、17期生が一体となった瞬間ではなかっ

たであろうか。事務局として、この企画が大

成功に終わったと感じた時でもあった。

22：17：19

　迷子1名発生。塾生の顔に一斉に緊張が

走った。

22：19：21

　捜索隊が結成され、車2台で救助に向かう。

事態は緊迫度を増していった。

22：21：32

　本部にて捜索隊の連絡を待つが、聞こえて

くるのは虫の声のみ。

22：23：59

　遠くから聞こえてくる車の音。そして携帯

電話のベル。塾生に安堵の表情が広がった。

4．最後に

　今回、この企画によって、「第17期塾生た

ち、みんなが心行くまで楽しんで、思い切り

リフレッシュして、そしてじっくり語り合う
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ことによって、更なる一体感が生み出した

い」という我々Eグループの熱き思いは達成

できたと思っている。

　これは、この企画の主旨を理解頂いて、積

極的かつ真剣に取り組んで頂いた塾生の皆さ

んのおかげだと本当に感謝。

この素晴らしい17期塾生の皆さんと貴重な時

間を共有でき、共通の目的に向かって、みん

なで一つのものを創り上げることが出来た。

この企画は、世の中一般的に言うコミュニ

ケーションの充実ではないが、お互いのこと

を本当に良く知り合えることに少しは貢献出

来たのではないかと感じている。真の豊かさ

とは？心の充実ではなかろうか。一連の取組

みを通じ、自然にみんなの心が通じ合い、笑

顔とともに達成感と充実感を味わった1日で

した。

　今後、塾生はまたそれぞれの会社で日々、

慌しい毎日を送っていくのだろうと思う。た

だ、今回の企画を通じて学んで頂いた“心の

豊かな生活”と“ワーク・ライフ・バランス

の大切さ”を少しでも各々の職場で塾生が発

揮して広めて頂くことで、このスピード優先

・ 効率重視の時代に“生きがい・やりがい”

が溢れる社会にして頂けることを期待して締

めとさせて頂きたい。本当に皆さま、有難う

ございました！！

　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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轟
より 産政塾活動報告

　第17回産政塾は、7月14・15日に第6回の会合を行った。

今回は、『豊かな生活とは～心豊かなライフスタイルを創造・体験しよう～』というテーマで、スロー

ライフ・スローフードの実践を通し、心身のリフレッシュを図りながら、心豊かなワークライフバラン

スについて考える機会とした。

　当日は、開放的な空間でゆっくりした時間の流れる中で、グループ毎に創意と工夫をしながら、最高

の料理（究極カレー＆1品以上）を創り、塾生みなで味わった。塾生からは、自ら考え手間隙かけた料

理は、どれほど高価な料理よりも味しかったとの感想もあった。

　また、最後の企画会合ということもあり、グループ間での料理対決など工夫を凝らしたアトラクショ

ンを交え、塾生みな童心に返りワイワイガヤガヤと心から楽しみ盛り上がった。

　今後も、塾生たちは、ここで出会った縁を大切にし、真の仲間として交流を図りながらともに成長し

ていくことになるかと思う。

ゆったりとした時間の中で手作りを楽しむ グループ毎に創作料理をアピール

ゆっくりと料理を味わう

後片付けもしっかりと実施

　　　　　第6回企画担当：Eグループ

　近藤　邦博（豊田市役所）

　石田　保志（名古屋鉄道労働組合）

　佐々木澄和（東海理化労働組合）

　益田　寛（トヨタ車体株式会社）

　木村　匡伸（デンソー労働組合）　〈敬称略〉
、
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　また、閉塾式を8月23日に行った。

　産政塾のテーマである「殻の外へ踏み出そう」について、今期の活動を振り返りながら大いに議論し

た。議論の中では、「殻」について改めて考え直すとともに、「一歩踏み出す」ことの大切さを認識し

あった。塾生達は、新たな決意を胸にすることができたと思う。また、今回の17回生のつながりを今後

も大切にしていくことを誓っていた。

　最後に、業務スケジュールを調整し参加した塾生の皆さん、お疲れ様でした。また塾生を派遣してく

ださった、それぞれの職場の上司や仲間の皆様、ありがとうございました。塾生に代わり、お礼申し上

げます。さらに各企画を実行する上でお世話になった関係各位には、誌面をお借りしてお礼申し上げま

す。本当に有り難うございました。

河原事務局長より贈る言葉

「殻の外へ踏み出そう」について

　　　　　グループディスカッション

OHPにて今期の活動を振り返る

グループ毎に今後の決意を語る

皆さん、お疲れ様です。

より一層のご活躍を期待します！！

第4回会合時に制作した陶芸の完成披露会
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　　鍵灘

産研ヤ
きまガ　　　20q6年8月1日PPら10月31日零でρ主存活動

2006年

　8月22日因　　　　　トヨタ労組新任執行委員の研修会

　8月23日困　　　　　産政塾　閉塾式（第7回会合）

　9月　　　　　　　　全トヨタ労連新任執行委員受け入れ

　9月15日團　　　　　全トヨタ労連第35回定期大会出席

　9月28日㈱　　　　　公認会計士監査

　9月中旬～10月初旬　賛助会員へのヒアリング、意見交換

　10月6日團　　　　　今期の全トヨタ労連受託テーマ

　　　　　　　　　　　「外国人労働者の雇用実態に関する調査」について研究主査との打

　　　　　　　　　　　　ち合わせ

　10月16日（月）　　　　　19研究テーマ

　　　　　　　　　　　「グローバル化時代のホワイトカラー職場マネジメントのあり方」

　　　　　　　　　　　　に関する第1回専門員会開催

　10月27日囲　　　　　連合愛知「躍進の集い」参加
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役員改選について

　本年9月より第19期（2006．9～2007．8）がスタートした。新理事長に東　正

元、事務局長も河原真一へとバトンタッチされ、新たな体制でその第1歩を踏み

出した。

　弊財団は、企業や労働組合がかかえる現実的な問題の中から中長期的な課題を

抽出し提言を行う目的で1988年9月に設立され、まもなく20周年を迎える。

　中部地方の主要な企業労使に参画いただき、学識者との共同で実証的な研究を

するユニークな研究機関として、着実に実績を積み重ねてきた。関係各位の格段

のご理解、ご支援の賜物と感謝したい。

　国内外における熾烈な競争と急速なグローバル展開という厳しい企業環境の中、

企業競争力の源泉である「人」に焦点を当て、労使相互信頼を絆に「人の意欲、

活力を引き出す」提言活動の意義は高く、幣財団への期待に身が引き締まる思い

である。

　私ども役職員一同、これまで以土に使命感を持って弊財団の一層の充実、発展

に専心努力していく所存ですので、関係各位の変わらぬご支援、ご協力をお願い

いたします。
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編集後記鰯灘劉灘雛羅灘翻購魏懸羅顯灘難灘羅羅1
　「勝つ頭脳はこうして決断する。天才棋士が始めて公開！決断力の極意！」

　…書店でこのタイトルに魅せられて、購入し一気に読んだ。

　羽生善治：ご存知の通り、1996年に王将位を獲得し、名人、竜王、棋聖、王位、王座、棋王とあわせ

将棋界始まって以来の7冠を達成した現在最強の棋士である。この天才棋士は、日頃どのようなことを

考えているのか、一戦一線あるいは大勝負には、どのような心構えで臨み、勝負の土壇場でどんな決断

をしているのか大変興味があった。一読してその姿が垣間見えてきた。

　実戦で積み上げてきた豊富な体験からにじみ出る示唆に富んだ言葉、考え方の一部を紹介する。

・経験は、積めば積むほどいいものだが、時には、ネガティブな選択の元になる。選択肢が増えている

　分マイナス面の考え方で自分を縛ることになる。

・守ろうとすると後ろ向きになる。守りたければ逆に攻めなければならない。

・情報をいくら分類、整理してもどこが問題か明確にしないと正しく分析できない。山ほどある情報か

　ら必要な情報を得るには、「選ぶ」より「如何に捨てるか」の方が重要だ。

・知識は、「知恵」に変えてこそ力になる。使う技能があって初めて生きたものになる。

我々、ビジネスマンに共通する考え方、言葉だと思う。　　　　　　　　　　　　　　（河原真一）

　新聞やテレビの報道で、「世論」「民意」という言葉に遭遇する。政府の発表した政策や方針、社会を

揺るがす事件、新しいライフスタイル…。それらを解説する際によく使われる言葉である。「巷では

…」「…という声が高まっている」なども、聞いているとすんなりと耳に入ってくる。変だなと思わな

ければ、その情報は簡単にインプットされてしまう。

　「世論」とは一体何なのだろう。その時々の問題に機動的にアンケート調査をして「世論」という言

葉を使っているとは思えない。記事を書く記者、番組を制作するプロデューサーの考え方によるもので

はないだろうか。全く同じ数字を解説する場合でも、伝えるべきこと・重要な点に対する見識やセンス

が違えば、全く違う記事になってしまう。情報を受ける側としても、事実は何なのかを見極める見識と

センスを養う必要があろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（矢辺憲二）

　最近、掛け替えのない命を自ら絶ってしまう痛ましい事件が相次いでいる。今期の産政塾の会合で、

鹿児島の知覧を訪ね、「命の尊さ」と「平和の大切さ」について学んできた。特攻隊員達が並々ならぬ

思いを持って、死を覚悟し大空へ飛び立っていった場所である。特攻隊員の遺書には、両親への感謝の

気持ちや、残してゆく家族に対した言葉がとても印象に残っている。その夜、この会合で感じたことを

塾生みなと語り合ったが、ほとんどの塾生が家族や両親などに対し、いままでの感謝の気持ちを述べて

いたことを思い出す。命は自分だけのものではない。1つの命だけど、生んでくれた親、そして家族や

たくさんの周りの協力があって、命が成り立っている。苦しみよりも、人の温もり（人への感謝の気持

ち）が勝っていれば、決してむやみに自ら命を捨てようとは考えないのではなかろうか。そのように考

えると、正直自分のことで精一杯な時もあるがそのような時こそ、人への感謝の気持ちは忘れてはいけ

ないし、何よりも思いやりの心を持って人に接していくことが大事であることを改めて痛感する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（松井英治）

一 64一



　　　　　　　　　　　　　　　　　鵬　　爵　麗　鵬
其

鵬一 　　　　　　　　　　　　　

野　vm㎞11紬

自賠責共済（保険）は、交通事故の被害者に

基本的な賠償を保障するため、法律に基づき、

すべての自動車、バイクに加入が義務づけられています。

車検のない25000以下のバイクは期隅場れに建童璽

ナン爪一7レートの青のステリカーが目印！

下の場合s期団ts、平成18年9月です。

期鴨テ年→

期隅と9る月一説

無條険。無共済で自動章を

運行すると免許優止なと

娼罰の対象になります。

自動車規害賠償保障法第86条の

3（1年以下の懲役または50万円

以下の罰金）および道路交通法

擁103条第1項（違反点数6点と

なり兎許停止》の処罰対亀。

皇静停止の鍾罰壱曇げたり、畜額な，盒を払うこと壱1滝ても
下の掛重壱負組に墨われ塞すか？

　　　　　期間車種

60ケ月
一一一一一一一

　　一　
4
8
ケ
月
．
一
一

r

　　36ケ月　一」

　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．F

　　24ヶ月L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　創

一　　　　　　　　　　一　「

　　12ケ月1　　　　　　　　　　　　」

軽二輪自動車（1250c紐250co以下）

27，870円 23，480円 18，990円 14410円 9，740円

原動機付自転車i　（1節oo以下）　」

17，510円 15，100円 12，650円 10，140円 7，580円

羅艦6以9RD地域（舛噌■嘱琶陰く）に適用

r甲寵1　　　　　　　　　　よ9■康翼斜

　　1窺燗に魯ける
交通事敗の窮生儒は

　　952，191儲

約33．3秒に1件

　　1年圓に勘ける
交麺事敏の負偏看融は

　1，183，120人

約26。7秒に1人

　1年間に8ける
交通事敵の死亡暫敬は

　　7，358人

約60分に1人

v㍉
　　諦

　　s
．　一碍層

全労済でも、自賠責共済を取り扱っております。

最寄りの全労済窓ロ、または全労済指定整備工場にて
お申込みください。

、

し
隔
．
幽

o　　　I【

　｛

保障のことなら鑑蘂灘鍛纏繍睾濫警畿繍繍讐襟鰹難鯉舗全労済愛知県本部（愛知県労賭共済生醐同組合）

囲囲難糠難難灘羅羅懸TEL　O52－681－7741
・醐賭轍醐同灘醗齢脇鱗野種共済を羅躍讐器鰐鱗畿臨も、。、、、　■■■■一■■■■
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　刈谷市内にあるケナフの実験栽培地

　　　　やがて植物ボデーのクルマが走る。
　　　　トヨタ車体は循環型社会システムの実現に向けた取組みを推進しています。
　　　　ケナフはアオイ科フヨウ属の一年草で、4ヶ月で高さ3～5mに生長し、空気中の二酸化炭素の吸収能力が、熱帯雨林の3倍、杉の7倍と高い。
　　　　また水中の窒素や燐の吸収も高く水質浄化に効果があります。トヨタ車体は植物ポデーの実現を目指し、地球環境の保全に取組んでいます。

　
｝

うれしいクルマ、やさしい暮らし。

昼一ヨ」可車傭
TOYOTA　AUTO　BODY

トヨq車傭瓠鰍本社・富士松工場〒咽8－8666愛知県刈谷市一里山町金山100番地www・t。yota’b。dy・co・jP
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